
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

相 模 原 市 建 築 基 準 条 例 の 解 説 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 相 模 原 市 

 

令和６年４月１日



 

目    次 

 第１章 総 則 

     第１条（趣旨）                               １ 

     第２条（用語の定義）                            １ 

 第２章 災害危険区域等における建築物 

     第３条（災害危険区域の指定）                        ２ 

     第４条（災害危険区域内の建築物）                      ４ 

     第５条（がけ地付近の建築物）                        ５ 

 第２章の２ 容積率に係る地盤面等の指定 

     第５条の２（区域の指定）                          ９ 

     第５条の３（地盤面の指定）                         ９ 

     第５条の４（区域及び地盤面の指定の適用除外）               １０ 

 第３章 日影による中高層の建築物の高さの制限に係る区域等の指定 

     第６条（区域の指定）                           １１ 

 第４章 大規模建築物 

     第７条（敷地と道路との関係）                       １２ 

 第５章 特殊建築物 

  第１節 敷地と道路との関係等 

     第８条（敷地と道路との関係）                       １６ 

     第９条（敷地内通路）                           １８ 

  第２節 避難施設等 

     第１０条（適用範囲）                           １９ 

     第１３条（廊下の幅）                           ２０ 

     第１４条（直通階段の幅等）                        ２２ 

     第１６条（制限の緩和）                          ２３ 

  第３節 学校 

     第１７条（教室等の設置の禁止）                      ２４ 

     第１８条（教室等の出口）                         ２４ 

     第１９条（木造等の校舎と隣地境界線との距離）               ２５ 

  第４節 共同住宅、寄宿舎、下宿、児童福祉施設等及び長屋 

     第２０条（敷地と道路との関係）                      ２６ 

     第２１条（設置の禁止）                          ２７ 

     第２２条（寄宿舎等の廊下の幅）                      ２８ 

     第２３条（共同住宅等の階段）                       ２９ 

     第２４条（共同住宅等の主要な出口）                    ３１ 

     第２５条（共同住宅等の居室等）                      ３７ 

     第２６条（長屋の出口）                          ３７ 

     第２７条（長屋の構造等）                         ３８ 

     第２８条（重ね建て長屋の区画）                      ４１ 

 



 

  第５節 ホテル及び旅館 

     第２９条（構造）                             ４２ 

     第３０条（廊下及び階段の幅）                       ４２ 

     第３１条（棚状寝所を有するホテル及び旅館の構造）             ４３ 

     第３２条（棚状寝所の宿泊室）                       ４３ 

  第６節 大規模店舗及びマーケット 

     第３３条（敷地と道路との関係）                      ４４ 

     第３４条（大規模店舗の前面空地）                     ４６ 

     第３５条（大規模店舗の屋外への出口）                   ４６ 

     第３６条（大規模店舗の屋上広場）                     ４７ 

     第３７条（マーケットの出口及び通路）                   ４７ 

     第３８条（マーケットの売場に附属する住宅）                ４８ 

  第７節 興行場等 

     第３９条（敷地と道路との関係）                      ４９ 

     第４０条（前面空地）                           ５１ 

     第４１条（敷地内通路）                          ５３ 

     第４２条（屋外への出口）                         ５５ 

     第４３条（階段）                             ５６ 

     第４４条（廊下及び広間の類）                       ５６ 

     第４５条（客席の手すり等）                        ５８ 

     第４６条（客席内の通路）                         ５９ 

     第４７条（客席の出口）                          ５９ 

     第４８条（舞台付近の構造）                        ６０ 

     第４９条（主階が避難階以外の階にある興行場等）              ６０ 

     第５０条（規制の緩和）                          ６１ 

  第８節 公衆浴場 

     第５１条（建築物の一部に設ける公衆浴場の構造）              ６２ 

     第５２条（火たき場等の構造）                       ６２ 

  第９節 自動車車庫及び自動車修理工場 

     第５３条（自動車用の出口）                        ６３ 

     第５４条（構造）                             ６７ 

     第５５条（設備等）                            ６８ 

     第５６条（他の用途に供する部分との区画）                 ６９ 

 第６章 昇降機 

     第５７条（エレベーターの機械室）                     ７１ 

     第５８条（エレベーターのピット）                     ７１ 

     第５９条（小荷物専用昇降機の機械室）                   ７１ 

 

 

 



 

 第６章の２ 都市計画区域以外の区域内の建築物に係る制限 

     第５９条の２（適用の範囲）                        ７２ 

     第５９条の３（敷地と道路との関係）                    ７２ 

     第５９条の４（道路内の建築制限）                     ７２ 

     第５９条の５（私道の変更又は廃止の制限）                 ７３ 

     第５９条の６（容積率）                          ７４ 

     第５９条の７（建蔽率）                          ７５ 

     第５９条の８（建築物の高さの限度）                    ７５ 

     第５９条の９（建築物の各部分の高さ）                   ７６ 

     第５９条の１０（日影による中高層の建築物の高さの制限）          ７６ 

     第５９条の１１（高架の工作物内に設ける建築物等に対する高さの制限の特例の緩和） 

                                          ７７ 

     第５９条の１２（一の敷地とみなすこと等による制限の特例）         ７７ 

     第５９条の１３（公告対象区域内における同一敷地内建築物以外の建築物の位置及び 

            構造の認定）                        ７８ 

     第５９条の１４（一の敷地とみなすこと等の認定の取消し）          ７８ 

 第６章の３ 道に関する基準 

     第５９条の１５（道に関する基準）                     ８０ 

 第７章 雑則 

     第５９条の１６（適用の除外）                       ８１ 

     第６０条（一の敷地とみなすこと等による制限の緩和）            ８１ 

     第６１条（仮設建築物に対する制限の緩和）                 ８１ 

     第６２条（既存建築物に対する制限の緩和）                 ８２ 

     第６３条（階避難安全性能を有する建築物の階に対する制限の緩和）      ８３ 

     第６４条（全館避難安全性能を有する建築物に対する制限の緩和）       ８３ 

     第６５条（耐火性能検証法等による適用の特例）               ８３ 

     第６６条（委任）                             ８４ 

  第８章 罰則 

    第６７条（罰則）                             ８５ 

  附則                                      ８６ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 1 - 
 

第 1 章 総則 

 

（趣旨） 

第 1 条 この条例は、建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号。以下「法」という。）第 39 条、第 40

条（法第 88 条第 1 項において準用する場合を含む。）、第 43 条第 3 項、第 52 条第 5 項、第 56 条

の 2 第 1 項及び第 68 条の 9 第 1 項並びに建築基準法施行令（昭和 25 年政令第 338 号。以下「政

令」という。）第 144 条の 4 第 2項の規定による区域等の指定、建築物等の制限及び道に関する基

準について必要な事項を定めるものとする。 

(一部改正〔平成 17 年条例 139 号・24 年 18 号・27 年 31 号・30 年 46 号〕) 
 

法は、地域の特性に応じて法律、政令の規定に条例による制限の付加を行うことを認めており、ま

た、法の施行に関して必要な事項の指定を委任しています。このうち本条例で定めているものを列記

すると次のとおりです。 

1）法第 39 条に基づく災害危険区域の指定及び災害危険区域内における住居の用に供する建築物 

についての制限 

 2）法第 40 条に基づく法第 2章（いわゆる単体規定）の規定を補うための制限 

 3）法第 43 条第 3項に基づく特殊建築物、階数が 3 以上の建築物及び延べ面積が 1,000 ㎡を超える

建築物の敷地と道路との関係についての制限 

 4）法第 52 条第 5項に基づく地下室の容積率緩和に係る地盤面等の指定 

5）法第 56 条の 2第 1 項に基づく日影規制の対象区域及び日影時間の指定 

 6）法第 68 条の 9第 1項に基づく都市計画区域及び準都市計画区域以外の区域内の建築物に係る 

制限 

 7）政令第 144 条の 4第 2 項に基づく道に関する基準 

8) 法第 107 条に基づく罰則規定 

 

  

 （用語の意義） 

 第 2条 この条例における用語の意義は、法及び政令の例による。  

  (一部改正〔平成 27年条例 31 号〕) 

 

 本条例は、法及び政令を根拠としており、これらとの整合性及び補完性を図るため、条例の用語の

意義は法及び政令に準拠したものとしています。 
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第 2 章 災害危険区域等における建築物 

 

 （災害危険区域の指定） 

 第 3 条 法第 39 条第 1 項に規定する災害危険区域は、急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する

法律（昭和 44 年法律第 57 号）第 3 条第 1項の規定により神奈川県知事が指定した急傾斜地崩壊

危険区域（土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成 12 年法律

第 57 号）第 9 条第 1 項の規定により神奈川県知事が指定した土砂災害特別警戒区域（第 5 条に

おいて「特別警戒区域」という。）を除く。）で、市長が指定する区域とする。 

  (一部改正〔平成 24年条例 18 号・27 年 1 号・31 号〕) 

 

本条では、法第 39条第 1項の規定により「災害危険区域」を指定しています。 

本市では急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（以下「急傾斜地法」という。）第 3 条第 1

項の規定により神奈川県知事が指定した「急傾斜地崩壊危険区域」を当該「災害危険区域」として指

定しています。ただし、土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律第 9 条第

1 項の規定により知事が指定した「土砂災害特別警戒区域」は除かれます。これは、建築基準法によ

る構造規制（政令第 80条の 3）と条例による構造規制が二重にかからないようにするためです。 

  なお、急傾斜地崩壊危険区域において切土、盛土、掘削等（急傾斜地法第 7条第 1 項各号に定める

行為）を行う場合、土砂災害特別警戒区域において、特定開発行為（土砂災害警戒区域等における土

砂災害防止対策の推進に関する法律第 9条第 1 項の行為）を行う場合は県知事の許可が必要になりま

す。 

 

  相模原市内の災害危険区域をまとめると下記の表のとおりです。災害危険区域別図を建築審査課

にて縦覧に供しておりますので、該当地付近でご計画の際は必ずご確認ください。 

区域名 町名等 区  域 

上鶴間地区 
災害危険区域 

南区上鶴間 6 丁目の一部 
昭和 47 年 3 月 28 日 神奈川県告示 
第 361 号により指定された区域 

古淵地区 
災害危険区域 

南区古淵 4 丁目の一部 
昭和 47 年 3 月 28 日 神奈川県告示 
第 362 号により指定された区域 

与瀬地区 
災害危険区域 

緑区与瀬 2162－1 ほか 
平成 14 年 2 月 12 日 神奈川県告示 
第 64 号により指定された区域 

与瀬横道地区 
災害危険区域 

緑区与瀬 2096－1 ほか 
平成 17 年 3 月 22 日 神奈川県告示 
第 207 号により指定された区域 

久保沢地区 
災害危険区域 

緑区久保沢 3 丁目 975－1 ほか 
平成 12 年 3 月 31 日  神奈川県告示 
第 300 号により指定された区域 

稲生地区 
災害危険区域 

緑区長竹 542－1 ほか 
平成 20 年 7 月 15 日  神奈川県告示 
第 439 号により指定された区域 

根小屋地区 
災害危険区域 

緑区根小屋 2500－1 ほか 
平成 21 年 1 月 20 日 神奈川県告示 
第 30 号により指定された区域 

緑区根小 2552－1 ほか 
平成 26 年 11 月 4 日 神奈川県告示 
第 562 号により指定された区域 

寸沢嵐地区 
災害危険区域 緑区寸沢嵐 3155－1 ほか 平成 27 年 6 月 30 日 神奈川県告示 

第 337 号により指定された区域 
古淵四丁目地区 
災害危険区域 南区古淵四丁目 1799 番 12 ほか 平成 29 年 6 月 2 日 神奈川県告示 

第 271 号により指定された区域 
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牧野上ノ久保地区

災害危険区域 

緑区牧野 5527 番 2 地先ほか 令和 3 年 2 月 16 日 神奈川県告示 
第 53 号により指定された区域 

緑区牧野 5518 番 3 ほか 令和 4 年 11 月 8 日 神奈川県告示 
第 457 号により指定された区域 

根小屋 B 地区 
災害危険区域 緑区根小屋 2739 番 177 ほか 令和 4 年 8 月 26 日 神奈川県告示 

第 366 号により指定された区域 
 

災害危険区域を指定する告示は下記のとおりです。 

相模原市告示 平成 19 年 4月 1 日  告示第 140 号 （久保沢地区） 

         平成 19 年 4 月 1 日  告示第 147 号 （上鶴間地区、古淵地区） 

         平成 19 年 4 月 1 日  告示第 148 号 （与瀬地区、与瀬横道地区） 

         平成 22 年 4 月 1 日  告示第 174 号  （稲生地区、根小屋地区） 

         平成 27 年 1 月 14 日 告示第 13 号   （根小屋地区） 

         平成 28 年 3 月 31 日 告示第 142 号 （寸沢嵐地区） 

                  平成 29 年 6 月 28 日 告示第 323 号 （古淵四丁目地区） 

         令和 3 年 3月 10 日  告示第 84 号  (牧野上ノ久保地区) 

         令和 4 年 10 月 31 日 告示第 416 号 （根小屋Ｂ地区） 

         令和 4 年 12 月 27 日 告示第 491 号 （牧野上ノ久保地区） 



- 4 - 
 

（災害危険区域内の建築物） 

 第 4条 災害危険区域内において居室を有する建築物を建築する場合には、次条に規定するものの

ほか、当該建築物の基礎及び主要構造部は、鉄筋コンクリート造又はこれに類する構造とし、か

つ、当該居室は、崖（勾配が 30 度を超える傾斜地をいう。次条において同じ。）に直接面してい

ないものでなければならない。ただし、崖崩れによる被害を受けるおそれのない場合は、この限

りでない。 

  (一部改正〔平成 24年条例 18 号〕) 

 

 「鉄筋コンクリート造又はこれに類する構造」とは、鉄骨鉄筋コンクリート造、プレキャストコン

クリート造等を含みます。 

 「崖に直接面していないもの」とは、崖と居室との間に居室以外の室があるもの、または、居室の

床が崖の上端よりも高い位置にあるものを言います。（図 1）（図 2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「崖崩れによる被害を受けるおそれのない場合」とは、下記のいずれかに該当する場合とします。 

1） 建築物が面している崖部分の全てが県による急傾斜地崩壊対策工事済みの場合 

2） 崖の下端から崖の高さの 2 倍以上離れている場合 

3） 崖崩れに関して所要の対策を講じ、被害を受けるおそれがない場合 

 なお、急傾斜地崩壊危険区域における急傾斜地法の許可の手続きについては、神奈川県厚木土木事

務所津久井治水センターで行っておりますので、事前に協議を行ってください。 

隣地 

隣地 

居室× 

居室○ 居室× 居室× 
居室○ 居室× 

居室○ 居室× 

居室○ 居室○ 

崖上端 

1Ｆ 

2Ｆ 

3Ｆ 

平面図（崖上端より低い階） 断面図 
（図 1） （図 2） 

居室○：居室設置可 
居室×：居室設置不可 

崖に面する部分 

崖に面する部分 
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注）上部勾配部分が 30 度を超えていない

場合は、下端から 30 度の線と崖の表面の

接点までを 1 の崖とし、高さを測ります。 

 （崖付近の建築物） 

第 5 条 高さが 3 メートルを超える崖の下端からの水平距離が、崖の高さの 2 倍以内の位置に建築

物を建築し、又は建築物の敷地を造成する場合（特別警戒区域内において居室を有する建築物を

建築する場合を除く。）には、崖の形状若しくは土質又は建築物の位置、規模若しくは構造に応じ

て、安全な擁壁を設けなければならない。ただし、次の各号のいずれかに該当する部分について

は、この限りでない。 

  （1）崖の形状又は土質により安全上支障がない部分 

（2）崖の上部の盛土の部分で、高さが 1 メートル以下、斜面の勾配が 45度以下であり、かつ、

その斜面を芝又はこれに類するもので覆ったもの 

 2  前項の規定は、崖の上に建築物を建築する場合において、当該建築物の基礎が崖に影響を及ぼ

さないとき、又は崖の下に建築物を建築する場合において、当該建築物の主要構造部（崖崩れに

よる被害を受けるおそれのない部分を除く。）を鉄筋コンクリート造とし、又は崖と当該建築物

との間に適当な流土止めを設けたときは、適用しない。 

 3  高さが 3メートルを超える崖の上にある建築物の敷地には、崖の上部に沿って排水溝を設ける

等、崖への流水又は浸水を防止するため適当な措置を講じなければならない。 

  (一部改正〔平成 24年条例 18 号〕) 

 

 本条は、次に示す崖の範囲に建築物を建築する場合又は建築物の敷地を造成する場合の規定です。

既存土留め（構造は問わない。）等がある場合においても、30 度を超えている場合は崖に該当します。 

 

 

                 H（3m 超） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 「安全な擁壁」とは、擁壁にかかる応力を適切に評価し、構造計算等により安全性が確認されたも

ので亀裂、破損、変形若しくは傾き等がないものとします。 

 

 「安全上支障がない部分」とは、地質調査、過去の崖崩れの経歴、崖面の保護状況、保守管理計画

等により総合的に判断し、崩れるおそれがないと判断された部分です。 

2Ｈ 2Ｈ 

30 度超 

  崖の範囲 

Ｈ（3ｍ超） 
30 度超 

2Ｈ 

30 度超 

  崖の範囲 

2Ｈ 

2Ｈ 2Ｈ 

  崖の範囲 

30 度 

30 度以下 

Ｈ（3ｍ超） 

2Ｈ 2Ｈ 

  崖の範囲 

 

Ｈ（3ｍ超） 
30 度 

30 度以下 
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 「崖の上部の盛土の部分で、・・・芝又はこれに類するもので覆ったもの」とは、次のとおりです。 

 図のように 2.5ｍの崖の上に 1ｍの盛土をした場合、高さ 3.5ｍの崖となり本条が適用されることと

なりますが、盛土部分の斜面の勾配を 45 度以下とし、崩壊防止の措置を講じた場合には、盛土の部

分に限り安全な擁壁を設けなくてもよいこととなります。 

 なお、盛土部分以外は安全な擁壁とする必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

  

 第 2項の崖上の規定において「当該建築物の基礎が崖に影響を及ぼさないとき」とは、次の図のよ

うに崖下端より 30 度の崩壊線より下に基礎を下げ建築物を良質な地盤に支持させ、現状の崖に新た

な負担をかけない場合をいいます。 

 

 

 

 

 

 

 

第 2 項の崖下の規定において「当該建築物の主要構造部・・・流土止めを設けたとき」とは、次の

下の①～③の図に示す措置又はこれと同等の措置を行ったものです。なお、ここで言う流土止めとは、

崖崩れによる衝撃力等も考慮し、建築物に土砂等が直撃しないよう設計施工された流土止めです。 

 

① 流土止めの設置、又は、外壁を鉄筋コンクリート造とすべき範囲は、次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ：第 5 条第 1 項第 2 号の部分 
2.5ｍ 

1ｍ以下 

3.5ｍ 

45 度 

安全な擁壁 

芝はり等 

30 度の崩壊線よ
り下の部分 

Ｈ（3ｍ超） 

30 度 

モルタル吹付 
アスファルト舗装等含む 

 

流土止めをする場合の範囲 

±0 

＋Ｈ 

2Ｈ 

2H 

外壁に措置をする場合の範囲 

（崖崩れによる被害を受ける恐れのある部分） 

1.5ｍ 

1.5ｍ 



- 7 - 
 

 ② 流土止めを設ける場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 基礎又は外壁が流土止めを兼ねる場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 第 3項は崖への流水又は浸水による崖の崩壊等を防止するために、排水設備の設置を規定したもの

です。「崖への流水又は浸水を防止するため適当な措置」の参考例は次のとおりです。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

※Ａ：流土止は、がけ下端から最低 1.5ｍ以上離れた位置に設ける 

鉄筋コンクリート又は 
ロックフェンスによる部分 

1/3Ｈ 

1/3Ｈ 

1/3Ｈ 

Ｈ 

2Ｈ 
※Ａ 

鉄筋コンクリートの部分 

：鉄筋コンクリートの流土止め又はロックフェンスで防ぐ範囲 

：鉄筋コンクリートの流土止めで防ぐ範囲 

基礎、外壁を RC 造（がけ崩れの被害
を受ける恐れのある部分）とする範囲 

1/3H 

Ｈ 

2Ｈ 

基礎又は外壁が流土止めを兼ねる部分 
※開口部を設けないこと 

Ｕ字側溝 

こう配 

崖肩コンクリート打等 
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 二段擁壁にかかる崖附近に建築する建築物の取り扱い 

 

  下段擁壁の法下を基点とした勾配 30 度を超える部分に上段擁壁が設けられている場合、これら

の擁壁は原則として一体の崖とみなします。 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

  上段擁壁の基礎を下段擁壁の法下を基点とした勾配 30 度の崩壊線より下に下げる等、下段擁壁

に負担をかけない場合は、各々別の崖とみなします。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

  二段擁壁にかかる崖付近に建築する建築物の取り扱いについては、上記により一段の崖か、別々

の崖か判断した後、第 5条を適用させます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＧＬ 

30 度 

下段擁壁の法下を基点とした
勾配 30 度を超える部分 

上段擁壁 

下段擁壁 

一体の崖とみなす 

ＧＬ 

30 度 

下段擁壁の法下を基点とした
勾配 30 度を超える部分 

下段擁壁 

各々を別の崖とみなす 

ＧＬ 

ＧＬ 
上段擁壁 
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第 2 章の 2 容積率に係る地盤面等の指定 

 

(区域の指定) 

第 5 条の 2 法第 52 条第 5 項の規定により条例で定める区域は、工業専用地域を除く区域とする。 

2 建築物が前項に規定する区域とそれ以外の区域とにわたる場合においては、当該それ以外の区

域を同項に規定する区域とみなす。 

 (追加〔平成 24 年条例 18 号〕) 

 

本章は、法第 52 条第 5項の規定に基づき、容積率に係る地盤面等の指定を定めています。 

高低差のある敷地において、周辺の建物と比較して大規模なマンション等が建設されるのを防止し、

良好な住環境や調和の取れた土地利用を保全するための規定です。 

本条は、対象となる区域を指定しています。 

第 1 項関係 

対象となる区域を「工業専用地域を除く
．．

区域」と定めています。このため、工業専用地域以外の

全ての地域が対象区域となります。 

第 2 項関係 

  建築物が対象区域と対象区域外とにまたがる場合の規定です。 

  建築物の部分が対象区域にかかる場合には、当該建築物全体が区域内にあるものとみなし、地盤

面の指定が適用されます。 

  なお、敷地が対象区域にかかる場合でも、建築物が対象区域にかからなければ、地盤面の指定は

適用されません。 

 

(地盤面の指定) 

第 5 条の 3 法第 52 条第 5 項の規定により条例で定める地盤面は、建築物が周囲の地面と接する位

置のうち最も低い位置における水平面とする。 

 (追加〔平成 24 年条例 18 号〕) 
 

 本条では、法第 52条第 3 項の規定による、住宅地下室の容

積率緩和規定を適用する際の地盤面の位置を指定しています。  

地盤面の位置は「建築物が周囲の地面と接する位置のうち

最も低い位置における水平面」と定めています。 

なお、建築物が周辺の地盤面と接する位置の高低差の大小

にかかわらず、地盤面は、最も低い位置となります。 

地盤面を 

最も低い位置 

に指定 
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 (区域及び地盤面の指定の適用除外) 

第 5 条の 4 前 2 条の規定は、共同住宅又は長屋以外の用途に供する建築物については、適用しな

い。 

 (追加〔平成 24 年条例 18 号〕) 
 

本条では、地盤面の指定の適用除外
．．

を定めることにより、適用となる建築物用途を定めています。

「共同住宅又は長屋」を地盤面の指定の適用対象としています。したがって、「一戸建ての住宅」は

地盤面の指定の適用対象外であり、法第 52 条第 3 項の規定どおりの住宅地下室の容積率緩和規定の

適用となります。 
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第 3 章 日影による中高層の建築物の高さの制限に係る区域等の指定 

 (一部改正〔平成 15 年条例 48 号〕) 
 

 （区域等の指定） 

 第 6 条 法第 56 条の 2第 1項の規定により指定する区域は、次の表の区域の欄に掲げる区域とし、

同項の規定により法別表第 4（ろ）欄の 4 の項イ又はロのうちから指定するものは、次の表の区

分の欄に掲げるものとし、法第 56 条の 2第 1項の規定により法別表第 4（は）欄の 2 の項及び 3

の項にあって指定する平均地盤面からの高さは、次の表の高さの欄に掲げる高さとし、法第 56

条の 2 第 1 項の規定により指定する法別表第 4（に）欄の号は、それぞれ次の表の号の欄に掲げ

る号とする。 

            区        域            区分     高さ   号 

第一種低層住居専用地域又は第二種低層住居専用地域                 （1） 

第一種中高層住居専用地域又は第二種中高層住居専用地域         4 メートル （1） 

第一種住居地域、第二種住居地域、準住居地域又は準工業地域      4 メートル （1） 

近隣商業地域                            4 メートル  （2） 

用途地域の指定のない区域（都市計画法（昭和 43年法律第 

100 号）第 7 条第 1項に規定する市街化区域及び第 59条の    イ           （1） 

の 16 第 1項各号に掲げる区域を除く。） 

  (一部改正〔平成 15年条例 48 号・17 年 139 号・27 年 31 号〕) 

相模原市の指定状況をまとめると以下の表のとおりとなります。 

地域又は区域 制限を受ける建築物 
平均地盤面

からの高さ 

敷地境界線からの

水平距離が10m 以内

の範囲における日

影時間 

敷地境界線からの

水平距離が10m を超

える範囲における日

影時間 

第一種低層住居専用

地域又は第二種低層

住居専用地域 

軒の高さが 7ｍを超

える建築物又は地階

を除く階数が 3 以上

の建築物 

1.5ｍ 3 時間 2 時間 

第一種中高層住居専

用地域又は第二種中

高層住居専用地域 

高さが 10ｍを超える

建築物 
4ｍ 3 時間 2 時間 

第一種住居地域、第二

種住居地域、準住居地

域又は準工業地域 

高さが 10ｍを超える

建築物 
4ｍ 4 時間 2.5 時間 

近隣商業地域 
高さが 10ｍを超える

建築物 
4ｍ 5 時間 3 時間 

用途地域の指定のな

い区域 

＊一部除外区域有り 

軒の高さが 7ｍを超

える建築物又は地階

を除く階数が 3 以上

の建築物 

1.5ｍ 3 時間 2 時間 

この表において、平均地盤面からの高さとは、当該建築物が周囲の地面と接する位置の平均の高さにおけ

る水平面からの高さをいうものとする。 

＊用途地域の指定のない区域のうち、市街化区域及び第 59 条の 16 第 1 項各号に掲げられている自然公園

法第 20 条第 1 項による特別地域等においては適用除外となります。 

  日影図作成における北緯の設定は、現地測定による数値か 36度としてください。 
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第 4 章 大規模建築物 

 

 （敷地と道路との関係） 

 第 7条 延べ面積（同一敷地内に 2 以上の建築物がある場合においては、その延べ面積の合計）が

1,000 平方メートルを超える建築物の敷地は、幅員が 6 メートル以上の道路（自動車のみの交通

の用に供するものを除く。第 59条の 4 を除き、以下同じ。）に連続して 6 メートル以上接しなけ

ればならない。ただし、次の各号のいずれかに該当する場合においては、この限りでない。 

  （1） 道路に敷地の外周の長さの 7 分の 1 以上（道路に接する部分が連続して 6 メートル以上

のものの合計とする。）が接し、かつ、当該道路と接する部分に沿って道路と一体となる公

共の用に供する空地を設け、当該空地と当該道路の幅員の合計が 6 メートル以上となる場

合 

  （2） 敷地の周囲に広い空地を有する建築物その他の建築物で市長が安全上支障がないと認め

て許可した場合 

  (一部改正〔平成 17 年条例 139 号〕) 
 

注 意 

 特殊建築物については、本条とは別に敷地と道路との関係の規定があるのでご注意ください。 

 第 8条  敷地と道路との関係（特殊建築物）［100 ㎡を超え、1,000 ㎡以下の特殊建築物］ 

 第 20 条   〃   （特定の共同住宅）［3 階以上、20戸を超え、かつ、1,000 ㎡超える共同住宅］ 

 第 33 条   〃   （大規模店舗及びマーケット）［1,000 ㎡を超えるもの］ 

 第 39 条   〃   （興行場等）［客席の面積が 200 ㎡超えるもの］ 

 

   本条は法第 43 条第 3 項、法第 68 条の 9第 1 項による接道義務の強化です。大規模建築物（延べ

面積が 1,000 ㎡を超える建築物）の敷地が接しなければならない道路の幅員及びその敷地が道路に

接する部分の長さを規定しています。 

 

大規模建築物については、火災等災害時の避難、消火及び救助活動を円滑に行う必要があること

や、平常時の自動車の対面通行を考慮して、幅員が 6ｍ以上の道路に連続して 6ｍ以上接しなければ

なりません。 

 

   「連続して 6ｍ以上接しなければならない」とは、敷地が接道すべき最低長さを 6ｍとしたもの

で、6ｍ未満で接する部分については、この規定においては有効に接していないものとみなします

（図 1）。よって、路地状部分の幅員は、6ｍ以上必要です（図 2）。 
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 敷地が2 以上の道路の角地にあり、隅切りがある場合の接道長さは、道路境界線の延長線の交点

までの距離とします（図 3）。また、行き止まり道路の出隅に接する敷地の接道長さは、道路と敷地

における最短部分の幅とします（図 4）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  前面道路がアンダーパス形態や高架形態の道路で、敷地に出入り可能な部分が側道のみである場

合は、原則、側道部分の通行上有効な幅員、接道長さにより判断するものとし、実質的な前面道路

幅が確保できない敷地の場合、本文の規定に適合しているとはみなせません。 

 

第 1 号は、幅員 6ｍ未満の道路に接する敷地に対するただし書の規定です。 

  道路に敷地の外周の長さの 7 分の 1以上が接し、かつ、次に定める「公共の用に供する空地」を

整備することにより本文の規定の適用を緩和するものです。 

   

 

6ｍ以上 

※2 以上の建築物があ

る場合は、それらの床

面積の合計とします。 
附 属 

建築物 

（800 ㎡） 

幅員 6ｍ以上の道路 

a または b のいずれかが 6ｍ以上なければ、 

a＋b が 6ｍ以上であっても不適となります。 

a b 

建 築 物 

（図 1） 

（300 ㎡） （例:800+300=1100→対象） 

幅員 6ｍ以上の道路 

建 築 物 

6ｍ以上 

幅員 6ｍ以上の道路 

道路境界線の延長線の交点 

幅員 6ｍ以上

の道路との 
接道長さ 

建 築 物 

（図 3） 
（図 4） 

幅員 6ｍ未満の道路 

隣地 路地状敷地 

幅員 6ｍ以上の道路 

連続して幅 6ｍ以上確保 

建 築 物 

（図 2） 
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「公共の用に供する空地」とは、自動車及び歩行者が日常誰でも自由に通行でき、かつ、道路と

一体に整備された青空空地で、開発事業基準条例に基づき設置される歩道状空地は含まないものと

します。また、駐車場やごみ置き場、ポール等の通行に支障が生じる施設を設置してはなりません。

既設電柱については、移設が望ましいものとします。 

なお、公共の用に供する空地は、敷地の一部として敷地面積に算入します。（図 5） 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  「公共の用に供する空地」の整備において、接道長さを敷地の外周長さの 7分の 1 以上確保する

ために一部でも整備要求が生じる道路がある場合は、当該道路と接する部分の全域を整備する必要

があります。なお、当該道路が法第 42 条第 2項による道路の場合の対面側の道路境界線の位置は、

対面側が未後退であっても道路の中心線から 2ｍ後退した位置を道路境界とみなして整備範囲を決

定します。 

 

  敷地の外周長さの 7分の 1（a＋b）に該当する道路（A及び B）に接する敷地の部分のすべて 

（a＋b＋b’）を整備するものとします。（図 6） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

道路 敷地 

公共の用に供する空地 

道路の反対側の境界線から６ｍ 

（図 5） 

敷地の外周長さ 
1／7 の整備範囲 

a 

b 

大規模建築物の敷地 

道路（B）：幅員 6ｍ未満 
道路（A）：法第 42 条第 2 項道路 

（図 6） 

公共の用に供する空地 
として整備が必要な範囲 

6ｍ以上 
敷地の外周長さ 
1／7 の整備範囲 

b’ 

6ｍ以上 6ｍ以上 

：敷地の外周長さ 1／7 の整備範囲 

：当該道路と接する部分（整備対象の部分） 

2ｍ 2ｍ 

：対面側の後退部分（対面側の後退状況は問いません。） 

道路中心線 

法第 42 条に規定する 
道路境界 

（歩道状空地） 
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 敷地の外周の 7 分の 1（a）に該当する道路（A）に接する敷地の部分すべて（a＋a’）を整備する

ものとします。この場合、道路（B及び C）は整備の対象となりません。（図 7） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

敷地の外周長さ 1／7 整備範囲 

a 

大規模建築物の敷地 

道路（A） 

（図 7） 

公共の用に供する空地 
として整備すべき範囲 道

路 

a’ 

道
路 

（B） （C） 

：敷地の外周長さ 1／7 の整備範囲 

：当該道路と接する部分（整備対象の部分） 

※道路(A)～(C)は 
全て 6ｍ未満 

6ｍ
以
上
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第 5 章 特殊建築物 

  

第 1 節 敷地と道路との関係等 

 （敷地と道路との関係） 

 第 8条 学校、体育館、病院、診療所（患者の収容施設のあるものに限る。以下同じ。）、物品販売

業を営む店舗、マーケット、ホテル、旅館、共同住宅、寄宿舎、下宿、児童福祉施設等、自動車

車庫又は自動車修理工場（以下「学校等」という。）の用途に供する建築物で、その用途に供す

る部分の床面積の合計（同一敷地内に 2以上の建築物がある場合においては、その用途に供する

部分の床面積の合計をいう。以下この条において同じ。）が 100 平方メートルを超え 1,000 平方

メートル以下のものの敷地は、道路に連続して次の表に掲げる長さが接しなければならない。た

だし、敷地の周囲に広い空地を有する建築物その他の建築物で市長が安全上支障がないと認めて

許可したものについては、この限りではない。 

その用途に供する部分の床面積の合計       敷地が道路に接する長さ 

100 平方メートルを超え 200 平方メートル以下のもの      3 メートル以上 

200 平方メートルを超え 500 平方メートル以下のもの      4 メートル以上 

500 平方メートルを超え 1,000 平方メートル以下のもの      5 メートル以上 

 

本条は法第 43 条第 3 項、法第 68 条の 9 第 1 項による接道義務の強化規定です。第 7 条に該当し

ない建築物であっても、本文に掲げる特殊建築物の用途に供する部分の床面積の合計が 100 ㎡を超

えるものについては、その床面積の合計の区分に応じ、接道の長さを 3ｍから 5ｍ以上の範囲で確保

する必要があります。接道の長さの考え方については、第７条と同様です。 

  「その用途に供する部分」とは、これらの用途としている部分のみならず、管理上又は運営上必

要がある部分等で通常一体的に利用される部分を含みますが、附属の駐輪場は含みません。 

 また、本文に掲げる用途が複合する建築物の場合は、それぞれの用途の床面積を合算し、その用

途に供する部分の床面積の合計を算出します。 

 

  その用途の主要なものの概要は次のとおりです。 

 （1）学校 

   学校教育法に規定するものをいい、下記のものが該当します。なお、保育所は学校ではなく、

児童福祉施設等に該当します。 

第 1 条 ：幼稚園、小学校、中学校、義務教育学校、高等学校、中等教育学校、特別支援学校、

大学、及び高等専門学校 

第 124 条：専修学校 

第 126 条：高等専修学校（高等課程を置く専修学校）、専門学校（専門課程を置く専修学校） 

第 134 条：各種学校 

 （2）体育館 

   単独の「体育館」のことであり、学校に併設されたものは、学校となります。なお、形態によ

っては、観覧場となる場合があります。 

 （3）病院・診療所 
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   医療法による施設であり、同法では 20 人以上の患者を入院させるための施設を有するものを

病院と、患者を入院させるための施設が 19 人以下のもの又は当該施設がないものを診療所と規

定しています。なお、この規定における診療所については、「（患者の収容施設のあるものに限る。

以下同じ。）」とされているので、第 10 条第 1 号においても患者の収容施設がなければ該当しま

せん。 

 （4）物品販売業を営む店舗 

   会社、工場等において従業員のために設けられた購買部等の物販類似施設は、ここでいう物品

販売業を営む店舗には該当しません。 

 （5）ホテル又は旅館 

   企業の保養所も建築基準法上はホテル又は旅館として扱われます。（旅館業法上もホテル又は

旅館として扱われています。）また、ウィークリーマンション、サービスアパートメント、宿泊機能を有す

る企業の研修所などもホテル又は旅館に該当する場合があります。 

  （参考例規「旅館類似の寮又は保養所」昭和 28 年 3 月 23 日建設省住指発第 349 号） 

 （6）児童福祉施設等 

   児童福祉施設等とは、政令第 19 条第 1 項に規定する児童福祉施設等のことであり、これに該

当する施設は次のとおりです。 

  ・ 児童福祉施設（児童福祉法第 7条） 

→助産施設、乳児院、母子生活支援施設、保育所、幼保連携型認定こども園、児童厚生施設、

児童養護施設、障害児入所施設、児童発達支援センター、情緒障害児短期治療施設、児童

自立支援施設、児童家庭支援センター 

  ・ 助産所 

  ・ 身体障害者社会参加支援施設(補正具製作施設及び視聴覚障害者情報提供施設を除く。) 

  ・ 保護施設（医療保護施設を除く。） 

  ・ 婦人保護施設 

  ・ 老人福祉施設（老人福祉法第 5条の 3） 

    →老人デイサービスセンター、老人短期入所施設、養護老人ホーム、特別養護老人ホーム、

軽費老人ホーム、老人福祉センター、老人介護支援センター 

  ・ 有料老人ホーム 

  ・ 母子保健施設 

  ・ 障害者支援施設 

  ・ 地域活動支援センター 

  ・ 福祉ホーム 

  ・ 障害福祉サービス事業(生活介護、自立訓練、就労移行支援又は就労継続支援を行う事業に

限る。)の用に供する施設 

 （7）自動車車庫 

   ここでは、独立して設置された自動車車庫のみでなく、附属の自動車車庫も含みます。 
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 （敷地内通路） 

 第 9条 避難階以外の階を学校等の用途に供する建築物の敷地内には、その用途に供する部分より

地上に通ずる屋外階段（管理の用途に専用するものを除く。）から、道路又は公園、広場その他

の空地に通ずる幅員が 1.5 メートル(階数が 3 以下で延べ面積が 200 平方メートル未満の建築物

の敷地内にあっては、90センチメートル)以上の通路を設けなければならない。 

  (一部改正〔令和 2 年条例 56 号〕) 
   

法では、政令第 128 条に屋外避難階段からの敷地内通路の規定がありますが、その他の屋外階段

には敷地内通路の規定がないため、道路等の安全な場所に有効に避難できるよう、管理用に設けた

もの以外の屋外階段から敷地内通路を確保することとし、その幅を政令で規定する 1.5ｍ以上とし

ています。敷地内通路の考え方は第２４条と同様です。 

階数が 3 以下で延べ面積 200 ㎡が未満の小規模建築物については、幅員を 90 ㎝以上確保すればよ

いこととしています。 

敷地内通路の取り方については、第 24条と同様です。 

なお、「学校等」については第 8条に規定されていますのでご参照ください。 
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 第 2節 避難施設等 

 （適用範囲） 

 第 10 条 この節の規定は、次に掲げる建築物の当該用途に供する部分及びそれらの建築物の敷地

に適用する。 

  （1） 学校、博物館、美術館、図書館、病院、診療所、公会堂、集会場又は児童福祉施設等の

用途に供する建築物 

  （2） 物品販売業を営む店舗、マーケット、飲食店又は公衆浴場の用途に供する建築物で、そ

の用途に供する部分の床面積の合計が 500 平方メートルを超えるもの 

  （3） 体育館、ボーリング場、スキー場、スケート場、水泳場、スポーツの練習場、劇場、映

画館、演芸場、観覧場、展示場、遊技場、ホテル又は旅館の用途に供する建築物で、その

用途に供する部分の床面積の合計が 1,000 平方メートルを超えるもの 

   

本節は、法第 40条の規定により特殊建築物の避難施設等の制限を附加したものであり、本条では

対象となる建築物の用途及びその規模について定めています。 

  対象となる建築物は、不特定多数の利用者及び車椅子等により自力での避難が困難と想定される

利用者が利用する公共的な建築物とし、特に公共性の高い建築物については規模にかかわらず対象

としています。また、日常生活を営む上で利用頻度の高い建築物とその他の建築物とに区分し、用

途と規模に応じて対象を定めています。 

  なお、第 2 号、第 3号に列記された用途が複合する建築物の場合、各号ごとのそれらの用途に供

する部分の床面積の合計により適用があるか否かの判断をすることとなります。その際、共用部の

床面積については、その他の用途に供する部分の床面積に応じて按分した数値を加えてください。 

 按分の例を下図に示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

  「その用途に供する部分」については、建築物の直接の目的及び用途に関わらないので、附属自

動車車庫（自転車車庫を含む。）は含まれません。 

 

 

 

2 号用途 
400 ㎡ 

その他用途 

800 ㎡ 

共用部 600 ㎡ 

出入口 

2 号用途の面積とその他用途の床面積の比率が 1：2
のため、共用部 600 ㎡の内、3 分の 1 が 2 号用途分

の面積として加えられます。 

 
400 ㎡＋（600 ㎡／3）＝600 ㎡ 
 
よって、2 号用途の床面積は 600 ㎡となり、500 ㎡

を超えるため、第 2 節の適用を受けます。 

共用部がある複合用途建築物の第 10 条の判断方法 
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  用途の解釈については、第 8条の部分と同様とします。なお、第 8 条に規定のない用途について

は、次のとおりとします。 

 （1） 博物館、美術館 

   博物館は原則として博物館法によるものですが、博物館法によらない美術館、郷土資料館であ

っても、博物館として取り扱う場合があるので注意が必要です。 

 （2） 図書館 

   図書館法に定められたものをいいます。なお、学校に併設された図書館は学校となります。 

 （3） 公会堂、集会場 

   公会堂は、市民会館等の公の施設をいいます。集会場は、一時に不特定多数の人が集まる目的

のある施設をいい、具体例等は第 7節に掲載しています。また、町内会の自治会館は、利用者が

近隣住民に限定されたものであるので集会場には該当しません。（例規回答 「公民館、集会所」 

昭和 53 年 8 月 11 日付け建設省住街発第 172 号） 

 （4）飲食店 

  食堂、レストラン、そば屋、すし屋等の非常に多様な形態が含まれます。なお、工場等におけ

る社員用食堂などの付属施設はここでいう飲食店には該当しません。 

 （5）ボーリング場、スキー場、スケート場、水泳場、スポーツの練習場 

   スキー場は、屋外のゲレンデを指すものではなく、屋内の人工スキー場のことです。また、ス

ポーツ練習場とは、ゴルフ、テニス及びバッティングセンター等の練習施設をいいます。 

 （6）劇場、映画館、演芸場、観覧場 

   劇場、演芸場とは、演劇、歌舞伎、舞踊、オペラ、コンサート、落語、漫才等の芸能を観客に

見せるための施設です。観覧場については屋外観覧場も含まれます。 

 

 第 11 条 削除 

  (削除〔平成 24年条例 18 号〕) 

 第 12 条 削除 

  (削除〔平成 24年条例 18 号〕) 
 

 （廊下の幅等） 

 第 13 条 利用者用の廊下は、次の各号に定めるところによらなければならない。 

  （1） 幅は、1.3 メートル以上とすること。ただし、床面積の合計が 200 平方メートル以内の室

に通ずる専用のものについては、1.2 メートル（第 10条第 1 号に掲げる建築物で、その用

途に供する部分の床面積の合計が 500 平方メートル未満のもの及び同条第 3 号に掲げる建

築物のうち、スキー場、スケート場又はスポーツの練習場の用途に供するものについては、

90 センチメートル）以上とすることができる。 

  （2） 勾配は、12分の 1以下とすること。 

  （3） 段を設けないこと。ただし、幅が 90 センチメートル以上で勾配が 12 分の 1 以下の傾斜

路を併設した場合には、この限りでない。 

  2 前項第 1 号の規定は、建築物の用途を変更して児童福祉施設等の用途に供する場合において

は、適用しない。 

  (一部改正〔平成 24年条例 18 号〕) 
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  本条の規定は、第 10 条の適用範囲に存する利用者用の各室から出口までの動線のうち、利用者

が日常利用するすべての廊下に適用され、第 14 条の適用を受ける階段に至る経路にも適用されま

す。また、室には居室、非居室のいずれも含まれます。 

  なお、「利用者」とは、当該施設の利用においてサービス等の提供を受ける者をいいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

エント 
ランス 
 

利用者用の室 
200 ㎡ 
 

利用者用 
以外の室 
250 ㎡ 
 

利用者用 
の室 
180 ㎡ 

利用者用 
の室 
180 ㎡ 

利用者用ＥＶ 

避難階の場合 

管理用 
階段 
 

利用者 
用階段 
 

管理用ＥＶ 

利用者 
用の室 
200 ㎡ 

利用者用

の室 
180 ㎡ 

利用者用 
の室 
180 ㎡ 

利用者用 
以外の室 
250 ㎡ 
 

利用者用の室 
250 ㎡ 

避難階以外の階の場合 
管理用ＥＶ 

 

利
用
者
用 

の
階
段 

階段への避難経路であり 
専用の部分とはみなせない 

1.3ｍ以上 

 
利用者用の室 
200 ㎡ 

 
利用者 
用の室 
100 ㎡ 
以内 

 
利用者 
用の室 
100 ㎡ 
以内 

管理用 
階段 
 

利用者 
用階段 

ＷＣ 

利用者用ＥＶ 

倉
庫 

利用者用出入口 

管理用出入口 

利用者用 
階段 

利用者用 
の室 
150 ㎡ 

利用者用 
階段 
 

利用者用 
以外の室 
150 ㎡ 

：利用者用の廊下（幅 1.2ｍ又は 90 ㎝要求有り） 

：利用者用の廊下（幅 1.3ｍ要求有り） 

：利用者用の廊下（幅 1.2ｍ又は 90 ㎝要求有り） 

：利用者用の廊下（幅 1.3ｍ要求有り） 

利
用
者
用 

の
階
段 
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 第 1号 

   第 13 条の「廊下の幅」については、手すり等を設けた場合、手すり等の内法の有効幅員としま

す。なお、第 22 条、第 30 条第 1 項及び第 44 条第 4 項の規定においても同様です。 

   ただし書の規定は、狭小な室（床面積の合計が 200 ㎡以下）に至る局部的な専用の廊下につい

ての緩和規定です。バリアフリー法施行令第 18 条第 2 項第 3 号の規定の対象となる廊下につい

ては「1.2ｍ以上」、建築基準条例のみ対象となる廊下については、「90cm」としています。 

なお、政令により、1.2～2.3ｍ以上の廊下の幅員の規定がある場合は、その規定に適合する必

要があります。 

 

第 2 号、第 3 号 

  廊下に段差を設ける場合は下図のように勾配 12 分の 1以下、幅 90cm 以上の傾斜路を設ける必要が

あります。 

 

 

 

 

 

 

 （直通階段の幅等） 

 第 14 条 避難階又は地上に通ずる利用者用の直通階段は、次の各号に定めるところによらなけれ

ばならない。 

  （1） 幅は、1.3 メートル以上とすること。 

  （2） 回り段を設けないこと。 

  2 前項第 1 号の規定は、建築物の用途を変更して児童福祉施設等の用途に供する場合において

は、適用しない。 

  (一部改正〔平成 12年条例 42 号・24 年 18 号〕) 

本条の規定は、第 10 条の適用範囲に存する利用者用の各室から出口までの動線のうち、利用者が

日常利用する階段、及び、政令第 120 条により設置される直通階段に適用されます。なお、利用者用

であれば屋外階段、屋内階段のいずれにも適用されますのでご注意ください。 

（利用者の定義は第 13条参照） 

 

第 1 項第 1号 

階段（踊場を含む。以下同じ。）の幅は、政令第 23 条第 3 項に準じ、手すり等は出幅 10cm まで

ないものとして算定します。 

 

 

 

 

 

勾配 12 分の 1  
以下の傾斜路 廊下 

90 ㎝以上 

1.3 ｍ
以上 

段差 
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 第 1項第 2 号 

  「回り段」とは、次のような形態をいいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、次のような形態のものは「回り段」に該当しません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 第 15 条 削除 

  (削除〔平成 24年条例 18 号〕) 

 

 （制限の緩和） 

 第 16 条 この節の規定は、市長が建築物の規模、構造、設備又は配置により避難及び通行の安全

上支障がないと認めて許可したものについては、適用しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

政令第 23 条第１項に 
適合する踏面寸法 
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第 3 節 学校 

 （教室等の設置の禁止） 

 第 17 条 特別支援学校の用途に供する建築物には、その 4 階以上の階に教室その他児童又は生徒

が使用する居室を設けてはならない。 

  (一部改正〔平成 19年条例 32 号〕) 

   

本条は、特別支援学校（旧盲学校、聾学校又は養護学校）での児童、生徒の安全性を考慮して 4

階以上の階に教室等を設置することを禁止しています。 

「児童又は生徒が使用する居室」には、通常教室の他、体育館、図書室、音楽室、各種実習室等

も含まれます。 

 

 

 （教室等の出口） 

 第 18 条 小学校、中学校、義務教育学校、中等教育学校（前期課程に限る。）、特別支援学校又は

幼稚園の用途に供する建築物の教室その他幼児、児童又は生徒が使用する居室で、床面積が 50

平方メートルを超えるものは、廊下、広間の類又は屋外に直接通ずる出口を 2 以上設けなければ

ならない。 

  (一部改正〔平成 19年条例 32 号・24 年 18 号・28 年 27 号〕) 
  

次の図のような廊下の突き当たりに面する教室は、本条の規定に適合しているものとします。 

1）階段又は避難上有効なバルコニーに直接通じる出口がある教室 

 

 

 

 

 

 

2）準備室を介して廊下に避難できる教室 

 

 

 

 

 

3）掃出し窓等を通じて直接地上に避難できる教室 

 

 

 

 

 

対象教室 
教 室 

廊 下 

避難階の掃出し窓等 

階段又は避難上有効なバルコニー 

教 室 
対象教室 

廊 下 

廊 下 

対象教室 
準備室 

準備室は常に避難上有効な通路が確保されている
必要があります。 

避難上有効なバルコニーの構造は「建築物の防火避
難規定の解説」（最新版）によるものとし、地上に
降りたところから道等まで幅1.5m以上(※)の敷地
内通路を確保してください。 

掃出し窓を出たところから道等まで幅 1.5m 以上
(※)の敷地内通路を確保する必要があります。 
 
※階数３以下で延べ面積 200 ㎡未満の建築物は幅
90 ㎝以上確保すればよいこととします。 

：第 18 条の規定により要求される出口 
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 （木造等の校舎と隣地境界線との距離） 

 第 19 条 学校の用途に供する木造建築物等（耐火建築物、準耐火建築物又は法第 27 条第 1項の規

定に適合する建築物（同項各号のいずれにも該当しない建築物で、同項の規定に適合する特殊建

築物の主要構造部に必要とされる性能を有し、かつ、同項に規定する開口部への防火設備が設け

られたものを含む。以下同じ。）を除く。）にあっては、その主要な建築物の外壁と隣地境界線と

の距離は、3 メートル以上としなければならない。ただし、市長がその規模、構造又は周囲の状

況により避難上及び消火上支障がないと認めて許可した場合には、この限りでない。 

  (一部改正〔平成 12年条例 42 号・27 年 31 号〕) 

  「木造建築物等」とは、法第 23 条に規定する木造建築物等とします。 
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第 4 節 共同住宅、寄宿舎、下宿、児童福祉施設等及び長屋 

 （敷地と道路との関係） 

 第 20 条 共同住宅（住戸数が 20以下のもの除く。）の用途に供する建築物で、3階以上の階をその

用途に供し、かつ、その用途に供する部分の床面積の合計が 1,000 平方メートルを超える建築物

の敷地は、幅員が 6メートル以上の道路に連続して 6 メートル以上接しなければならない。ただ

し、次の各号のいずれかに該当する場合においては、この限りでない。 

  （1） 道路に敷地の外周の長さの 7 分の 1 以上（道路に接する部分が連続して 6 メートル以上

のものの合計とする。）が接し、かつ、当該道路に接する部分に沿って道路と一体となる

公共の用に供する空地を設け、当該道路の中心線からの水平距離が、当該空地を含め 5メ

ートル以上となる場合 

  （2） 敷地の周囲に広い空地を有する建築物その他の建築物で市長が安全上支障がないと認め

て許可した場合 

 

  本条は、第 7条に掲げる大規模建築物のうち、一定の規模以上の共同住宅について、次の図のよ

うに幅員 6ｍ以上の道路に連続して 6ｍ以上接しなければならないことを規定しています。なお、

第 7 条とはただし書の内容が異なりますのでご注意ください。 

 

 

 

 

  

 

  

 

 

 

  本条の対象となる一定規模以上の共同住宅とは、次の要件をすべて満たすものをいいます。 

① 住戸数が 21 戸以上 

  ② 3 階以上の階に共同住宅の用途に供する部分がある。 

  ③ 共同住宅の用途に供する部分の床面積の合計が 1,000 ㎡を超える。 

 

  「その用途に供する部分」には、附属の自動車車庫及び駐輪場は含まれませんが、共同住宅の集

会室、倉庫等は含まれる他、複合建築物における共用部の面積は按分して加算されます。（按分計

算の方法は第 10 条参照） 

  第 1 号は、幅員が 6ｍ未満の道路に接する敷地に対する、ただし書による規定を示したものです。 

  道路に敷地の外周の長さの 7 分の 1以上が接し、かつ、道路と一体となる公共の用に供する空地を

築造することにより本文の規定の適用が緩和されます。なお、公共の用に供する空地の築造について

は、第 7 条第 1号の大規模建築物に準じて整備をしますが、整備範囲については第 7条第 1 号の道路

の反対側から 6ｍとは異なり、本条第 1 号では、道路の中心線から 5ｍ以上となるので注意してくだ

さい。 

幅員 6ｍ以上の道路 

連続して 6ｍ以上確保 

一定規模以上の 
共同住宅 

※接道長さの考え方については、第 7 条の図 1～4
と同様となりますので、ご参照ください。 
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  中心線の位置は、開発行為等により部分的に幅員が異なる場合においても、次の図のように元の道

路の中心線とします。 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 （設置の禁止） 

 第 21 条 共同住宅、寄宿舎又は下宿の用途に供する建築物で、その用途に供する部分の床面積の

合計が 100 平方メートルを超えるものは、次の各号のいずれかに掲げる建築物で、これらの用

途に供する部分の主要構造部が 1 時間準耐火基準に適合する準耐火構造でないものの上階に設

けてはならない。 

  （1） 劇場、映画館、演芸場、観覧場、マーケット若しくは公衆浴場の用途に供する建築物又

は法別表第 2（と）項第 4 号に規定する建築物 

  （2） 公会堂、集会場、展示場、キャバレー、ナイトクラブ、バー、ダンスホール、遊技場又

は倉庫（不燃性の物品を貯蔵するものを除く。）の用途に供する建築物で、その用途に供

する部分の床面積の合計が 100 平方メートルを超えるもの 

  （3） 物品販売業を営む店舗又は飲食店の用途に供する建築物で、その用途に供する部分の床

面積の合計が 200 平方メートルを超えるもの 

  (一部改正〔平成 12年条例 42 号・27 年 31 号〕) 

 

  本条で、1時間準耐火基準に適合する準耐火構造（以下「1 時間準耐火構造」という。）が要求され

る建築物の部分は、次の図のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

開発行為等による道路拡幅部分 

6ｍ未満（元道） 
5ｍ以上 

共同住宅 
＊接道長さ、整備範囲、公共の用に供する空地の扱

いについては第 7 条図 1～7 を参考としてくださ
い。 

（道路の「反対側の境界線から 6ｍ」については、
「中心線から 5ｍ」に読み替えて適用） 

共同住宅、寄宿舎、下宿 
の床面積 ＞100 ㎡ 

耐火構造又は 1 時間準耐火構造
とする部分 

1 号、2 号又は 3 号に 
該当する用途、規模 

：敷地の外周の長さの 1／7 の部分 

：当該道路と接する部分（敷地が当該道路に接

する部分の全てが整備の対象となります。） 
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  （寄宿舎等の廊下の幅） 

 第 22 条 寄宿舎、下宿又は児童福祉施設等の用途に供する木造建築物等（耐火建築物、準耐火建築

物又は法第 27 条第 1 項の規定に適合する建築物を除く。）の階で、その階における居室（寄宿舎

又は児童福祉施設等にあっては寝室、下宿にあっては宿泊室をいう。以下この条及び次条におい

て同じ。）の床面積の合計が 100 平方メートルを超えるものの共用の廊下の幅は、次に定めるとこ

ろによらなければならない。 

  （1） 両側に居室がある場合にあっては、1.6 メートル以上とすること。 

  （2） 前号に規定する場合以外の場合にあっては、1.2 メートル以上とすること。 

  (一部改正〔平成 12年条例 42 号・27 年 31 号〕) 

  本条は、政令第 119 条の規定を強化したものです。児童福祉施設等を除き、この規定は、政令第 129

条第 2項の階避難安全性能を有する階、又は、政令第 129 条の 2第 3項の全館避難安全性能を有する

建築物に対しては、適用されません。（第 63条、第 64 条による緩和） 

  「児童福祉施設等」とは、第 8 条に規定されているものをいいます。また、児童福祉施設等につい

ては、第 13 条に廊下の幅の規定があるので注意してください。 

  「木造建築物等」とは、法第 23 条に規定する木造建築物等とします。 

  「両側に居室がある場合」とは下図のとおりです。居室への出入口が両側にある廊下については 1.6

ｍの幅が要求されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エント 
ランス 
 

ＥＶ 

避難階の場合 

居室 非居室 

避難階以外の階の場合 

階段 

ＷＣ 

非
居
室 

屋外出入口 

屋外出入口 

：片側居室の廊下（幅 1.2ｍ要求有り） 

：両側居室の廊下（幅 1.6ｍ要求有り） 

：片側居室の廊下（幅 1.2ｍ要求有り） 

：両側居室の廊下（幅 1.6ｍ要求有り） 

居室 

ＥＶ 

ＥＶ 

ＥＶ 

居室 居室 

階段 

居室 

居室 

居室 

居室 居室 

居室 

非居室 

階段 

階段 

居室 

※下図の屋外出入口及び階段は全て 
法又は本条例に基づき設けたもの 
とします。 

※廊下の途中に扉がある場合、扉を

開放した際に本規定で要求されて

いる廊下の幅以上の有効幅を確保

するようにしてください。 

1.6ｍ以上 
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 （共同住宅等の階段） 

 第 23 条 共同住宅、寄宿舎又は下宿の用途に供する木造建築物等（耐火建築物、準耐火建築物又

は法第 27条第 1 項の規定に適合する建築物を除く。）で、その 2階における居室の床面積の合計

が 50 平方メートルを超える場合においては、その階から避難階又は地上に通ずる 2 以上の直通

階段又はこれに代わる施設を設けなければならない。 

 2 共同住宅、寄宿舎又は下宿の用途に供する建築物のうち、主要構造部が不燃材料で造られて 

  いる建築物（主要構造部を耐火構造とした建築物、準耐火建築物又は法第 27 条第 1 項の規定に

適合する建築物を除く。）でその 2 階における居室の床面積の合計が 100 平方メートルを超える

場合においては、その階から避難階又は地上に通ずる 2以上の直通階段又はこれに代わる施設を

設けなければならない。 

3 前 2 項の規定は、階数が 3 以下で延べ面積が 200 平方メートル未満の建築物(階段の部分と当該

階段の部分以外の部分(直接外気に開放されている廊下、バルコニーその他これらに類する部分

を除く。)とが間仕切壁又は政令第 112 条第 19 項第 2 号に規定する構造の戸(ふすま、障子その

他これらに類するものを除く。)で区画されている建築物に限る。)については、適用しない。 

 (一部改正〔平成 12 年条例 42 号・27 年 31 号・令和 2年 56 号〕) 

 

  本条は、政令第 121 条第 1項第 5 号の規定を強化したものです。政令によって 2以上の階段の設置

が要求されていない建築物について、2 以上の階段又はこれに代わる施設を設置することにより、2

方向避難を可能とするための規定です。避難階が２階の場合には、１階から避難階への避難経路も同

様に扱います。階段のうちの 1 つは、政令第 120 条第 1 項に基づいて設置する必要がありますので、

それ以外を階段又はこれに代わる施設とすることができます。 

  また、政令第 117 条第 2 項の規定による床又は壁で区画されたものは、それぞれ別の建築物とみな

して本条の適用をすることができます。 

  「木造建築物等」とは、法第 23 条に規定する木造建築物等とします。 

  「これに代わる施設」とは、避難用タラップ・緩降機・避難はしご・避難ロープ等消防法施行令第

25条に基づく避難器具とします（消防法施行規則第31条の4消防の避難器具認定品同等とします。）。 

 

  第 2項の適用に際しては、建築物の主要構造部のすべてが不燃材料で造られている必要があります。

ただし、下記のいずれかに該当する部分については、不燃材料で造られたものとみなします。 

  1 外壁で準耐火構造としたもの 

  2 床でその裏側に不燃材による被覆をしたもの又は直下の天井を不燃材としたもの 

  3 屋根でその裏側に不燃材による被覆をしたもの又は直下の天井を不燃材としたもの 

 

  2 方向避難を確保するため、政令第 121 条第 3 項に規定する重複距離の長さに適合させる必要があ

ります。また、この場合であっても、できる限り 2 の階段又は、階段とこれに代わる施設は近接しな

いよう十分に間隔を離して設置する必要があります。 
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  第 3 項は、第 1項及び第 2項の除外規定です。政令第 121 条第 4項の規定により、小規模な建築物

について 2以上の階段の設置に係る規定が条件により除外されていることから、階段と階段の部分以

外の部分を区画されているものは本条においても適用除外としたものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

直通階段 

これに代わる施設 

道 路 

間仕切壁又は 
政令第 112 条第 19 号第 2 号

に規定する戸（ふすま、障子

等を除く）で区画 
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 （共同住宅等の主要な出口） 

 第 24 条 共同住宅、寄宿舎又は下宿の用途に供する建築物の避難階においては、主要な出口（屋

外階段又はこれに代わる施設からの出口を含む。以下この条及び第 26 条において同じ。）は、道

路に面して設けなければならない。ただし、次の各号のいずれかに該当し、かつ、安全上支障が

ないと認められる場合は、この限りでない。 

  （1） 主要な出口から道路に通ずる敷地内通路が共同住宅、寄宿舎又は下宿の用途に供する部

分の床面積の合計の区分に応じて、次の表に掲げる幅員である場合 

共同住宅、寄宿舎又は下宿の用途に供する部分の 

床面積の合計 
敷地内通路の幅員 

100 平方メートル以下のもの 1.5メートル(階数が3以下で延べ

面積が200平方メートル未満の建

築物にあっては、90 センチメート

ル) 以上 

100 平方メートルを超え 300 平方メートル以下のもの 2メートル(階数が3以下で延べ面

積が200平方メートル未満の建築

物にあっては、90 センチメート

ル)以上 

300 平方メートルを超え 500 平方メートル以下のもの 3 メートル以上 

500 平方メートルを超えるもの 4 メートル以上 

  （2） 周囲に公園、広場その他の空地がある場合 

 2 前項の建築物が開口部のない耐火構造の床又は壁で区画されている場合においては、その区画

された部分（以下この項において「区画部分」という。）は、同項の規定の適用については、そ

れぞれ別の建築物とみなす。ただし、区画部分の主要な出口から道路に通ずる敷地内通路のうち、

それぞれの区画部分の共用の部分の幅員については、共用に係る区画部分を一の建築物とみなし

て同項第 1号の規定を適用する。 

  (一部改正〔平成 24年条例 18 号・令和 2 年 56 号〕) 

 

第 1 項関係 

  （1） 本条の「主要な出口」とは、次の図のような政令第 125 条第 1 項に規定する屋外への出

口及び屋外階段又はこれに代わる施設からの出口をいいます。 

 

 

 

 

 

 

     共同住宅の避難階の住戸については、はきだし窓（道路に面する又は敷地内通路に直接出

られるものに限る。）も主要な出口とすることができます。 

     片側廊下型共同住宅の避難階が廊下（コンクリート等の床で手すり又は柱等で地上と区別

されているもの。）と同様の形態をされているものについては建築物の廊下とみなし、主要

政令 125 条第 1 項の 
屋外への出口 屋外 

避難階段 
屋外 
避難階段 

第 23 条の階段に 
代わる施設 

屋外階段 
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な出口は廊下とみなした部分を出たところからとします。なお、廊下とみなした部分は、政

令第 119 条及び第 125 条第 1 項の規定に適合する必要があります。 

 

  （2） 本条かっこ書きの「屋外階段又はこれに代わる施設」とは、政令及びこの条例に基づい

て設置した階段又はこれに代わる施設とし、消防の指導により設置した屋外階段又はこれ

に代わる施設及び任意に設けたものは含みません。また、政令第 121 条や告示に基づいて

設けた「避難上有効なバルコニー」については本条の適用対象外です。 

また、屋外階段については、地上に出たところから本条の規定が要求されます。ただし、

政令第 123 条第 2 項に規定する屋外避難階段以外の屋外階段について、政令 125 条第 1項

の規定に適合する屋外へ至る出口が当該階段以外にもある場合は、当該階段出口は本条の

適用対象外です。 

 

  （3） 「道路に面する」とは、原則として次の図のように主要な出口の直交方向で道路を見渡

すことができ、道路との間に高低差（通行上支障がないものを除く。）がなく、出口から

道路までの奥行き（D）以上の間口（W）が有効に開放されていて、道路への避難及び通行

の安全上支障がない場合をいいます。 

 

  

 

 

 

 

 

注意事項 

 ① 道路との間に建築物、駐車場等の工作物が予定されていたり、青空の駐車場、駐輪場等の利用

目的がある部分は、道路に面している部分とはみなせません。ただし、自主管理広場（確認申請

上の敷地に含まれているものに限る）や緑化促進のための芝張り等で、避難上、通行上及び安全

上支障のないものはこの限りではありません。 

 ② 高低差を解消するためにスロープ若しくは階段を設ける場合の階段等の幅は、有効 1.5ｍ（階

数 3 以下で延べ面積 200 ㎡未満の建築物は 90 ㎝）以上とする必要があります。なお、この場合

に敷地内通路が道路と面する部分には避難上支障となる工作物等は設けられません。 

 ③ 主要な出口と道路との間に 1ｍ以上の高低差がある場合は、第 1 項第 1 号の敷地内通路の幅員

を確保したスロープ若しくは階段を設けなければ道路に面しているとみなせません。 

 ④ 避難階における出口の特例 

  次のイ～ハのいずれかに該当する場合は、出口が▼の位置にあるものとみなします。 

 

 

 

 

 

D 
W 

道 路 

建築物 ：主要な出口 
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W1 
 

出口 

A 

  イ） 出口が道路側を向いていないが、下図の A～D に囲まれた部分にある場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ロ） 出口が道路側の外壁面より後退しているが、下図の A～D に囲まれた部分にある場合 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
   ハ） 出口が後退して設けられている場合が、下図の A～D に囲まれた部分にある場合 

 

 

  

 

 

 

 

 

  （4） 第 1 号において「安全上支障がないと認められる場合」とは、敷地内通路の形態が次の

①～④に該当する場合をいいます。 

   ① 敷地内通路は原則、青空空地であること。ただし、庇等に覆われた部分が敷地内通路の幅

員の一部となる場合で、次の条件を満たすものについてはこの限りではありません。 

    イ 庇、屋根、バルコニー等の下を通過する場合（図 1） 

     ・ 敷地内通路となる部分の有効の高さが 2.1ｍ以上あること 

     ・ 敷地内通路に面する壁及び天井を防火構造とすること 

     ・ 敷地内通路に面する開口部（上層階含む）に、法第 2条第 9 号の 2 ロに規定する防火

設備を設けること 

D 

C 

A 

出口 

B 
点 ABCD に囲まれた部分
（D1≦W1 であること） 

D1 

W1 

出口 

1.5ｍ以上 
（階数3以下で延べ面積200㎡未満
の建築物は 90 ㎝以上） 

道路 

B 

A 

C 
D 

W1 

D1 
 

出口 

道路 

点 ABCD に囲まれた部分
（D1≦W1 であること） 

5ｍ以内 

点 ABCD に囲まれた部分

（D1≦W1 であること） 

道路 

B 

D 

C D1 
 5ｍ以内 

出口から道路 

境界線までの 

距離は出口の 

端部から測り 

ます。 

5ｍ以内 

5ｍ以内 
道路 

▼：出口があるものとみなす 

▼：出口があるものとみなす 

▼：出口があるものとみなす 
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     ・ 庇等に覆われた部分の幅が敷地内通路の幅員の 2分の 1 以下であること 

・ 庇等を不燃材で造るか又は覆うこと 

     ・ 庇等の壁からの出幅が 1ｍ以内であること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    ロ 建築物の中を敷地内通路とする場合 

     ・ 耐火建築物であること 

     ・ 敷地内通路となる部分の有効の高さが 2.1 メートル以上あること 

     ・ 敷地内通路となる部分の壁及び天井の下地及び仕上げを不燃材料とすること 

     ・ 敷地内通路となる部分と屋内部分を区画する壁及び上部の床又は屋根は、原則として

開口部のない耐火構造とし、屋外の敷地内通路が確認できるものとすること。ただし、

片側開放のピロティー状の場合に限り、区画する壁に開口部(特定防火設備で政令第 112

条第 19 項第 2号に規定するものに限る。)を設けることができる。 

     ・ 幅員については、第 24条第 1 項第 1 号で求められる敷地内通路の幅とすること 

 

   ② 敷地内通路は原則、横断面において平坦とすること。 

     なお、次の図のように、主要な出口から道路までの高低差を解消するための階段にスロー

プを併用する場合は、「横断面において平坦とし」の部分が緩和され、敷地内通路の幅員の

算定においては、階段とスロープをあわせて算定することができます。 

制限がかかる範囲（通路に面する部分） 
 
 壁、天井：防火構造 
 開口部 ：防火設備 
 庇等  ：不燃材で造るか覆う 

（図 1） 

通路の幅員 L 
（0.9～4ｍ） 

2.1ｍ以上 

L/2 以下 

1ｍ以下 
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③ 床に用いる材料は、歩行者の日常自由な通行に支障を生じないものとすること 

④ 避難に支障となる樹木、車止め等（道路との境界に設ける容易に取外しができるものは除

く。）を設置しないこと 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （5） 第 2 号において「安全上支障がないと認められる場合」とは、次の①及び②に該当する

場合をいいます。 

   ① ｢公園、広場その他の空地｣として、次のいずれかに該当する施設が周囲にあること 

    a：都市公園法による公園 

    b：境川河川管理用通路 

    c：横浜水道道 

    d：相模緑道緑地 

e：敷地と道路との間にある河川等で、法律又は条令等により占用許可を受けた当該河川等

を渡るための工作物（橋等）が設けられたもの 

f：「建築基準法第 43 条ただし書の規定による許可に係る包括同意基準」第 2 第 3 号ウの規

定に適合する、敷地と道路との間にある横断型通路 

     

   ② 「安全上支障がないと認められる場合」として下記の全てを満たしていること 

    ・ 公園、広場その他の空地の幅員（①の e、f においては敷地と道路を連絡する通路の幅

4m 

内部 

＋800 

外部 

A 

B 

B’ 

内法幅 90 ㎝以上、かつ、勾配 1／12 
（高低差が 10 ㎝未満の場合は、1／8）
以下のスロープ 

通常はここから横断的に平坦な幅 4ｍ
の通路が要求されます。 

※ここから横断的に 
平坦な幅 4ｍの敷 
地内通路を設ける 

A’ 
±0 

（例．要求敷地内通路幅 4ｍの場合） 

4000 

B－B’ 横断面 

900 

スロープ部分 

階段部分 

 

隣地境界線 

建築物 

車止め等  
容易に取外し可能 
なものに限る。 

通路幅は有効幅員の最小値となる。 

道路 

花壇等 

樹木 

A－A’ 断面 

有効幅 1.5ｍ以上の階段 
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員）が 4ｍ以上で、敷地と避難上有効に接し、通行上支障のないもので、かつ、公共団体

等が所有又は管理者となっており、空地の存在が恒久的に担保されている。 

    ・ 第 24 条（第 26 条においては第 26 条）の「道路」を「公園、広場その他の空地」と読

み替えて適用し、これに適合する。 

    ・ 公園、広場その他の空地の管理者の承認を得ている。 

 

  第 2 項関係 

     次の図のように、建築物が政令第 117 条第 2項の規定により区画されている場合にあって

は、当該区画単位ごとに第 1 項の規定を適用できます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

 

A 区画 

a ㎡ 
B 区画 

b ㎡ 

α 

道
路 

道
路 

道
路 

β  α β  

α＝a＋b の面積の合計による 
β＝b のみの面積による 

α＝a の面積による 
β＝b の面積による 

政令第 117 条第 2 項の規定による区画 

A 区画 

a ㎡ 
B 区画 

b ㎡ 

：主要な出口 
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 （共同住宅等の居室等） 

 第 25 条 共同住宅の各戸においては、その居室のうち 1 以上の床面積を 7 平方メートル以上とし

なければならない。 

 2 寄宿舎の寝室又は下宿の宿泊室の床面積は、7平方メートル以上としなければならない。ただし、

1 人専用のものにあっては、その床面積を 5平方メートル以上とすることができる。 

 3 共同住宅、寄宿舎又は下宿の用途に供する建築物には、居住又は就寝のための棚状部分（以下

「棚状寝所」という。）を設けてはならない。ただし、1人専用に区画され避難上支障がないもの

については、この限りでない。 

  (一部改正〔平成 24年条例 18 号〕) 

  

  第 3 項の「棚状寝所」とは、造り付け 2段ベッド等の棚状に重ねて設置された就寝のための部分

をいいます。また、「1 人専用に区画され避難上支障がないもの」とは、次の条件に適合する棚状寝

所のことをいい、下図に示す通りです。 

  ・ 避難に有効な幅 75cm 以上の室内の通路に接していること。 

  ・ 上記の通路が居室の出口まで確保されていること。 

  ・ 寝所の上段の床面が、床から 1.5ｍを超えない程度の高さであること。 

・ 寝所の上段には、はしご等を設け安全に避難できるものであること。 

・ 寝所は一人専用とすること。 

 

 

 

 

 

 

 （長屋の出口） 

 第 26 条 長屋の各戸の主要な出口は、道路に面して設けなければならない。ただし、次の各号の

いずれかに該当し、かつ、安全上支障がないと認められる場合は、この限りでない。 

  （1） 主要な出口から道路に通ずる敷地内通路の幅員が 3 メートル（2以下の住戸の専用の通路

については、2メートル）以上である場合 

  （2） 前号の規定にかかわらず、長屋の用途に供する建築物であって階数が 3 以下で延べ面積

が 200 平方メートル未満のものについては、同号の敷地内通路の幅員が 90センチメートル

以上である場合 

  （3） 周囲に公園、広場その他の空地がある場合 

  (一部改正〔令和 2 年条例 56 号〕) 
 

  「主要な出口」、「道路に面する」、「安全上支障がないと認められる場合」、「公園、広場その他の空

地」の定義については、第 24条と同様とします。 

  第 1 号かっこ書きの 2 以下の住戸の専用の通路については、次の図のように 3 戸以上の長屋であっ

ても、当該通路を利用する住戸が 2戸以下であれば 2ｍとすることができます。 

通路幅 75 ㎝以上 

1.5ｍ程度 
室内の通路 
幅 75 ㎝以上 寝所 

寝所 
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 （長屋の構造等） 

 第 27条 3階を長屋の用途に供する建築物(階数が3で延べ面積が200平方メートル未満のもの(政

令第 110 条の 5の技術的基準に適合する警報設備を設け、かつ、竪穴部分と当該竪穴部分以外の

部分を間仕切壁又は政令第 112 条第 19 項第 2 号に規定する構造の戸(ふすま、障子その他これら

に類するものを除く。)で区画したものに限る。)を除く。)は、耐火建築物又は 1 時間準耐火基

準に適合する準耐火構造とした準耐火建築物であって市長が別に定める基準に適合するものと

し、4 階以上の階を長屋の用途に供する建築物は耐火建築物としなければならない。ただし、重

ね建て長屋の用途に供する部分のない建築物にあっては、準耐火建築物又は市長が別に定める構

造方法を用いるものとすることができる。 

 2 長屋の用途に供する部分の床面積の合計が 600 平方メートル以上の建築物は、耐火建築物又は

準耐火建築物としなければならない。 

 3 長屋の各戸の界壁の長さは、2.7 メートル以上としなければならない。 

 4 長屋の各戸は、直接外気に接する開口部を 2面以上の外壁に設けなければならない。 

  (一部改正〔平成 27 年条例 31 号・令和元年 37 号・2 年 3 号〕) 
第 1 項本文に規定する市長が別に定める基準は、相模原市許可等取扱規則（以下「市規則」という。）

第 13 条の 3 第 1 項に、同項ただし書に規定する市長が別に定める基準は、市規則同条第 2 項に規定

しています。 

市規則 

（長屋等の構造等の基準） 

第 13 条の 3 建築基準条例第 27 条第 1 項の規定により市長が別に定める基準は、準防火地域の建

築物にあつては次に掲げるものとし、防火地域及び準防火地域以外の区域の建築物にあつては第

１号及び第２号に掲げるものとする。 

  (1) 長屋の各住戸、下宿の各宿泊室、共同住宅の各住戸又は寄宿舎の各寝室（以下単に「各住

戸等」という。）に避難上有効なバルコニーその他これに類するものが設けられていること。

ただし、各住戸等から地上に通ずる主たる廊下、階段その他の通路が直接外気に開放された

ものであり、かつ、各住戸等の当該通路に面する開口部に法第 2 条第 9 号の 2 ロに規定する

防火設備が設けられている場合においては、この限りでない。 

(2) 建築物の周囲（開口部（居室に設けられたものに限る。）がある外壁に面する部分に限り、

道に接する部分を除く。）に幅員が 3メートル以上の通路（敷地の接する道まで達するものに

限る。）が設けられていること。ただし、次に掲げる基準に適合しているものについては、こ

の限りでない。 

ア 各住戸等に避難上有効なバルコニーその他これに類するものが設けられていること。 

イ 各住戸等から地上に通ずる主たる廊下、階段その他の通路が、直接外気に開放されたもの

2 戸以下の専用部分については、2ｍ以上となります。 

道 
 

路 3ｍ 2ｍ 

住戸 住戸 住戸 住戸 
住戸 住戸 

長屋の出口が道路に面していない場合は、出口から道路に通ずる幅

3ｍ以上の通路を確保するものとします。 
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であり、かつ、各住戸等の当該通路に面する開口部に法第 2条第 9 号の 2ロに規定する防火

設備が設けられていること。 

ウ 外壁の開口部から当該開口部のある階の上階の開口部へ延焼するおそれがある場合にお

いては、当該外壁の開口部の上部にひさしその他これらに類するもので次の(ア)から(エ)

までのいずれかに掲げる構造方法を用いるものが防火上有効に設けられていること。 

（ア）準耐火構造の床又は壁に用いる構造方法 

（イ）防火構造の外壁に用いる構造方法 

（ウ）政令第 109 条の 3 第 2 号ハ又は第 115 条の 2 第 1 項第 4 号に規定する構造に用いる構

造方法 

（エ）不燃材料で造ること。 

(3) 3 階の各住戸等（各住戸等の階数が２以上であるものにあつては、2階以下の階の部分を含

む。）の外壁の開口部及び当該各住戸等以外の部分に面する開口部（外壁の開口部又は直接外

気に開放された廊下、階段その他の通路に面する開口部にあつては、当該開口部から 90セン

チメートル未満の部分に当該各住戸等以外の部分の開口部がないもの又は当該各住戸等以外

の部分の開口部と 50 センチメートル以上突出したひさし等（ひさし、袖壁その他これらに類

するもので、その構造が、前号ウに規定する構造であるものをいう。）で防火上有効に遮られ

ているものを除く。）に法第 2 条第 9号の 2 ロに規定する防火設備が設けられていること。 

 2 建築基準条例第 27条第 1項ただし書の規定により市長が別に定める構造方法は、防火地域又は

準防火地域内の建築物の部分及び防火設備の構造方法を定める件(令和元年国土交通省告示第

194 号)第 4 第 1 号イ(1)から(10)までに定める構造方法(同号イ(10)にあつては、ただし書に規

定する構造方法に限る。)とする。 

 (平 27 規則 87・令元規則 50・追加、平 28規則 59・令元規則 6・一部改正) 

  

 第 1項関係 

  「重ね建て長屋」とは、住戸の床が他の住戸と接しているものをいいます。また、下図のような

2 世帯住宅についても、3階を長屋の用途に供する重ね建て長屋に該当します。 

 

 

 

 

 

 

3 階を長屋の用途に供する重ね建て長屋の例 

 

 

 

 

  1 時間準耐火建築物又は耐火建築物にしなければなりません。 

 

 

長屋住戸 

長屋住戸 

長屋住戸 

長屋住戸 

長屋住戸 

(２層) 

長屋住戸 

 (２層) 

長屋住戸 

玄関 

親世帯 子世帯 子世帯 

1F 2F 3F 

玄関 
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 4 階以上の階を長屋の用途に供する重ね建て長屋の例 

 

 

 

 

 

  耐火建築物にしなければなりません。 

 

 3 階以上を長屋の用途に供する重ね建て長屋以外の例 

 

 

 

 

 

  準耐火建築物(45分準耐火建築物)又は政令第136条の2の基準に適合する建築物にしなければな

りません。 

  縦割り長屋(重ね建て長屋以外)については、一戸の住宅ユニットが他の住戸等と重ならず、かつ

1階から3階若しくは4階までが同一住戸で、火災時の避難等も容易であると考えられることから、

緩和規定が設けられています。 

 

 第 1 項の対象から除外される建築物については、法第 27 条第 1 項第 1 号の規定により、小規模な

共同住宅における構造強化規定が除外されていることから、条例で規定する長屋についても同様とし

たものです。 

警報設備の設置が必要な箇所は、居室、2 ㎡以上の室及び階段です。なお、住宅用火災警報器では

なく、自動火災警報器または特定小規模自動火災警報器の設置が必要です。 

詳細な規定については、告示や消防法令を確認してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3 項関係 

 長屋の住戸間の接続幅を短く計画しておきながら、建築中又は工事完了後に切り離し、複数の戸

建て住宅等とすることにより、接道規定に違反する事例が見受けられたため、必要最小限の界壁長

長屋住戸 

長屋住戸 

長屋住戸 

長屋住戸 

長屋住戸 

 (２層) 

長屋住戸 

(２層) 

長屋住戸 

長屋住戸 

 (３層) 

長屋住戸 

 (３層) 

 

長屋住戸 

長屋住戸 

 (４層) 

長屋住戸 

 (３層) 

長屋 

住戸 

 (4 層) 

長屋 

住戸 

 (4 層) 

長屋 

住戸 

 (4 層) 

警報設備 

竪穴部分を 
戸や間仕切壁

で区画 

重ね建て長屋の例 縦割り長屋の例 
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さを 2.7ｍ以上としています。なお、界壁の長さは、1 階または 2階のどちらかにあれば、適合して

いるものとします。 

 

 

 

 

 

 第 4項関係 

  安全上、衛生上（通風、採光）の観点から居住環境を高めるため、2面以上の開口（玄関も含む）

が無い住居を禁止したものです。 

 

 

 （重ね建て長屋の区画） 

 第 28 条 重ね建て長屋で、2階におけるその用途に供する部分の床面積の合計が 100 平方メートル

を超えるものは、2 階の床を準耐火構造とし、又はその直下の天井（回り縁その他これに類する

部分を除く。）の仕上げを準不燃材料でしなければならない。 

(一部改正〔平成 12 年条例 42 号〕) 
 

  「2階におけるその用途に供する部分」とは、長屋の住戸同士が重なっている部分のことをいい、

下図では B住戸の天井面の面積がその用途に供する部分の床面積になります。 

 

 

 

 

 

 

A，B，C 住戸がすべて防火上有効に
区画されていること。 

L：界壁の長さ 2.7ｍ以上 

長屋 
住戸 

長屋 
住戸 L 

L 
長屋 
住戸 

長屋 
住戸 長屋 

住戸 

長屋 
住戸 L 

A 住戸 

B 住戸 

C 住戸 本条の規制対象となる 2 階の床 

本条の規制対象となる 2 階の床の直下の天井

政令第 114 条による住戸間の界壁 

本条の規制を受けない

床及び天井の範囲 
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第 5 節 ホテル及び旅館 

 （構造） 

 第 29 条 防火地域外のホテル又は旅館の用途に供する建築物で、2階におけるその用途に供する部

分の床面積の合計が 600 平方メートル以上のものは、耐火建築物又は 1時間準耐火基準に適合す

る準耐火構造とした準耐火建築物としなければならない。 

  (一部改正〔平成 12年条例 42 号・27 年 31 号・30 年 45 号・31 年 20 号〕) 
 

  「木造建築物等」とは、法第 23 条に規定する木造建築物等とします。 

 

 （廊下及び階段の幅） 

 第 30 条 ホテル又は旅館の用途に供する建築物の宿泊室の床面積の合計が 100 平方メートルを超

える階における客用の廊下の幅は、次に定めるところによらなければならない。ただし、床面積

の合計が 30 平方メートル以内の室に通ずる専用のものについては、この限りでない。 

  （1） 両側に居室がある場合にあっては、1.6 メートル以上とすること。 

  （2） 前号に規定する場合以外の場合にあっては、1.2 メートル以上とすること。 

 2 前項の階における客用の廊下から避難階又は地上に通ずる客用の直通階段のうち 1 以上の直通

階段の幅は、1.2 メートル（屋外に設けるものにあっては、90センチメートル）以上としなけれ

ばならない。 

 

  第 1 項の規定は、政令第 129 条第 2項の階避難安全性能を有する階、又は、政令第 129 条の 2第

3 項の全館避難安全性能を有する建築物に対しては、適用されません。（第 63 条、第 64 条による緩

和） 

  廊下及び階段の幅については、第 13条、第 14 条にも規定があり、ホテル又は旅館の用途に供す

る部分の床面積が 1,000 ㎡を超える場合はこちらも適用されます。なお、第 13 条による廊下幅の

規定には、避難安全検証法による緩和がありませんので注意してください。 
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（棚状寝所を有するホテル及び旅館の構造） 

 第 31 条 ホテル又は旅館の用途に供する建築物で、棚状寝所を有する宿泊室の床面積の合計が 150

平方メートルを超えるものは、主要構造部を 1時間準耐火基準に適合する準耐火構造としなけれ

ばならない。 

 2 ホテル又は旅館の用途に供する木造建築物等（耐火建築物、準耐火建築物又は法第 27 条第 1項

の規定に適合する建築物を除く。）は、棚状寝所を有する宿泊室の床面積の合計が 75平方メート

ルを超えるものを 2階に設けてはならない。 

 3 前 2 項の規定は、棚状寝所が 1 人専用に区画され避難上支障がないものについては、適用しな

い。 

  (一部改正〔平成 12 年条例 42 号・27 年 31 号〕) 
 

  「木造建築物等」とは、法第 23 条に規定する木造建築物等とします。 

  「1 人専用に区画され避難上支障がないもの」については、第 25条第 3項の共同住宅等の棚状寝

所の場合と同様の扱いとします。 

 

 （棚状寝所の宿泊室） 

 第 32 条 ホテル又は旅館の棚状寝所を有する宿泊室は、次の各号に定めるところによらなければ

ならない。 

（1）居住又は就寝のための場所は、2 段以下とすること。 

（2）宿泊室の床面積の 10 分の 3 以上の床面積を有する室内通路を設けること。 

  （3）室内通路は、その幅を 75センチメートル以上とし、室外への出口に通じさせること。 

  （4）居住又は就寝のための場所は、室内通路に接し、その奥行きは、3メートル以下とすること。 

 

  棚状寝所を有する宿泊室は 1 室あたりの宿泊人員が過密状態になり、安全面、衛生面に支障を来

すおそれがあるため、寝所の段数、奥行きを制限するとともに、室内通路の確保を規定しています。 

この条に規定する宿泊室は、次の図のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

75 ㎝ 
以上 3ｍ以下 

廊 下 

室内通路 

3ｍ以下 

3ｍ
以

下
 

75
㎝

 
以

上
 

3ｍ以下 3ｍ以下 
75 ㎝ 
以上 

宿泊室断面図 ：棚状寝所 
：室面積の 10 分の 3 以上を室内通路とし 
 その幅は、75cm 以上とする。 

室
内
通
路 1 段 

2 段 

宿泊室平面図 
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 第 6節 大規模店舗及びマーケット 

 （敷地と道路との関係） 

第 33 条 大規模店舗（物品販売業を営む店舗であって、その用途に供する部分（展示場その他多人

数の集まる居室を含む。）の床面積の合計が 1,000 平方メートルを超えるものをいう。以下この節

において同じ。）又はマーケット（その用途に供する部分の床面積の合計が 1,000 平方メートルを

超えるものをいう。以下この条において同じ。）の用途に供する建築物の敷地は、その用途に供す

る部分の床面積の合計の区分に応じて、次の表に掲げる幅員の道路に敷地の外周の長さの 7 分の

1 以上（道路に接する部分が連続して 6メートル以上のものの合計とする。）が接し、かつ、その

接する部分に主要な出入口を設けたものでなければならない。 

   大規模店舗又はマーケットの用途に供する部分の床面積の合計     道路の幅員 

  1,000 平方メートルを超え 2,000 平方メートル以下のもの       6 メートル以上 

  2,000 平方メートルを超え 3,000 平方メートル以下のもの       8 メートル以上 

  3,000 平方メートルを超えるもの                  11 メートル以上 

 2 前項の規定にかかわらず、2 以上の道路に大規模店舗又はマーケットの用途に供する建築物の敷

地の外周の長さの 3分の 1 以上（道路に接する部分が連続して 6 メートル以上のものの合計とす

る。）が接し、かつ、一の道路に敷地の外周の長さの 6 分の 1 以上が接する場合で、その接する

部分にそれぞれ出入口（一の道路については、主要な出入口とする。）を設け、その建築物の客

用の屋外への出口がそれぞれの道路に面している場合における当該道路の幅員については、次の

表によることができる。 

    大規模店舗又はマーケットの用途に供する部分の       道路の幅員 

    床面積の合計                    一の道路   他の道路 

   1,000 平方メートルを超え 2,000 平方メートル以下    5 メートル  4 メートル 

   のもの                        以上     以上 

   2,000 平方メートルを超え 3,000 平方メートル以下    6 メートル  5 メートル 

   のもの                        以上     以上 

   3,000 平方メートルを超えるもの            8 メートル  6 メートル 

                              以上     以上 

 3 前 2 項の規定は、敷地の周囲に広い空地を有する建築物その他の建築物で市長が安全上支障が

ないと認めて許可したものについては、適用しない。 

  (一部改正〔平成 24年条例 18 号〕) 

 

  本節は、階数を問わず床面積の合計が 1,000 ㎡を超える大規模店舗又はマーケットに適用される

規定です。 

  「展示場その他多人数の集まる居室を含む」とは、展示場、集会所等を併せ持つ建築物の場合に

は、その部分も含むことを示しています。 

  「その用途に供する部分」には、自動車車庫及び駐輪場は含まれませんが、店舗用の事務室、バ

ックヤード、荷捌き所、倉庫等は含まれます。 

  

 第 1項は、大規模店舗又はマーケットの用途に供する建築物の敷地が接しなければならない道路

の幅員、その道路に接する部分の長さ及び出入口の設置について定めています（図 1）。 
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  第 2 項は、前面道路が 2 以上ある場合の緩和規定です。（図 2） 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  「客用の屋外への出入口がそれぞれの道路に面している」とは、第 24 条と同様の条件を満たして

いるか、又は、出入口から直行方向で面すべき道路を見通すことができ、かつ、第 2 項の表の一の道

路の欄に応じた幅員以上の通路がその道路まで避難上有効に確保されていることをいいます（図 3）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

その用途に供する部分の床面積の合計

が 2,000 ㎡を超え 3,000 ㎡以下のもの 

6m 以上の通路 5m 以上の通路 

6ｍ以上 5ｍ以上 
（図 3） 

一
の
道
路 

他
の
道
路 

※ この場合、Ａ＋Ｂで敷地の外周の長さの 1／7 
  以上が必要となります。 
  Ｃの部分は、算定対象から外れます。 
 
     ：敷地の主要な出入口 

幅員 8ｍ以上 Ａ（6m 以上） Ｂ（6m 以上） Ｃ（6m 未満） 

その用途に供する部分の床面積の 

合計が 2,000 ㎡を超え 3,000 ㎡以下のもの 

隣地 隣地 

（図 1） 

※ それぞれの道路の接する部分に敷地の

出入口（  ）を設けます。 
※ 表の「一の道路」に、敷地の外周の長さ

の 1／6 以上接し、かつ敷地の主要な出

入口（  ）を設けます。 
※ この場合、Ａで敷地の外周の長さの 
  1／6以上必要で、Ａ＋Ｂで敷地の外 
  周の長さの 1／3 以上必要が必要とな 
  ります。 
  Ｃの部分は、算定対象から外れます。 
※ 建築物の客用の出口（  ）をそれ 
  ぞれの道路に面して設けなければな 
  りません。 

その用途に供する 

部分の床面積の 

合計が 2,000 ㎡を 

超え 3,000 ㎡以下 

のもの 

Ａ(6m 以上) 

Ｂ(6m 以上) Ｃ(6m 未満) 

6ｍ以上 

5ｍ以上 

隣地 

（図 2） 

一の道路 

他の道路 

店舗 倉庫 
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 （大規模店舗の前面空地） 

 第 34 条 大規模店舗の客用の屋外への出口は、道路の境界線から 2 メートル（その用途に供する部

分の床面積の合計が 3,000 平方メートルを超えるものについては、3 メートル）以上後退して設け

なければならない。 

 

  本条では、大規模店舗利用者による道路の混雑を防ぐとともに、建物から出る際の安全性を確保す

るため、客用の屋外への出口を道路境界から後退させ前面空地を設けることを規定しています（図 1）。 

  なお、道路に直接面していない客用の屋外への出口についても適用されます。出口から２ｍまたは

３ｍ以内の部分は前面空地を確保し、空地から道路までは敷地内通路（幅 1.5ｍ以上）かつ当該出口

の幅の合計以上の通路で有効に接続するものとします(図 2)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、屋外への出口とは、原則屋根のない屋外空間に出る部分を指しますが、出口の扉の前面に，

図 3 のような一定規模以上の有効に外気に開放されたポーチを設けた場合は、出口の扉の位置を屋外

への出口とみなすことができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （大規模店舗の屋外への出口） 

 第 35 条 大規模店舗の避難階においては、避難階段又は特別避難階段から屋外に直接通ずる出口

を設けなければならない。ただし、次の各号のいずれかに該当する場合は、この限りでない。 

  （1） 階段から屋外への出口のうち 1 以上の出口に至る歩行距離が 20 メートル以下であって、

避難階にスプリンクラー設備、水噴霧消火設備その他これらに類するもので自動式のもの

及び政令第 126 条の 3 の規定に適合する排煙設備を設けた場合 

  （2） 階段から屋外への出口のうち 1 以上の出口に至る通路部分を準耐火構造の壁又は法第 2

条第 9 号の 2 ロに規定する防火設備（政令第 112 条第 19 項の規定に適合するこれらの防

高さ3ｍ以上確保する

ものとします 

1Ｆ 

2Ｆ 

3Ｆ 

4Ｆ 道
路
境
界
線 

出口の後退距離 

3m 以上かつ出口の
扉の幅の合計以上 
 

出口の後退距離 

道路境界線 

出口の扉の幅の合計以上 

出口の後退距離 

道路境界線 

（図 1） （図 2） 

出口の扉の幅の合計以上 

出口の後退距離 

隣地境界線 

道
路
境
界
線 

敷地内通路幅 1.5ｍ 

（図 3） 
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店舗 店舗 店舗 店舗 

店舗 店舗 店舗 店舗 

火設備に限る。以下同じ。）で区画した場合 

  (一部改正〔平成 12年条例 42 号・30 年 46 号・令和元年 6 号・2年 3号〕) 

 

法において避難階段又は特別避難階段の設置が要求された場合の強化規定です。なお、この規定は、

政令第 129 条の 2第 3 項の全館避難安全性能を有する建築物には適用されません。（第 64 条による緩

和） 

 

 （大規模店舗の屋上広場） 

 第 36 条 政令第 126 条第 2 項の規定による屋上広場には、避難上障害になる建築設備、工作物そ

の他これらに類するものを設けてはならない。 

 

 

 （マーケットの出口及び通路） 

 第 37 条 マーケットの用途に供する建築物で両側に構えのある屋内通路は、その幅を 2.5 メート

ル以上とし、2以上の出口に通じさせなければならない。 

 2 前項の出口からは、道路又は公園、広場その他の空地に通ずる幅が 1.5 メートル(階数が 3 以下

で延べ面積が 200 平方メートル未満の建築物にあっては、90 センチメートル)以上の敷地内通路

を設けなければならない。 

  (一部改正〔令和 2年条例 56 号〕) 

  

 マーケットの用途に供する建築物で両側に構えのあるものの 2 方向避難を確保するための規定です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 第 1 項中、｢屋内通路の幅｣の規定については、政令第 129 条第 2 項の階避難安全性能を有する階、

又は、政令第 129 条の 2第 3 項の全館避難安全性能を有する建築物に対しては、適用されません。（第

63 条、第 64 条による緩和）なお、「2以上の出口に通じさせなければならない。」の部分については、

適用除外になりません。 

  「公園、広場その他の空地」については、第 24 条と同様とします。 

 

敷地内通路：幅 1.5ｍ以上 

      （階数 3 以下で延べ面積 200 ㎡ 

未満の建築物は 90 ㎝以上） 

：建築物の出口（２以上の出口が必要） 

：各構えの主要な出口 
道路 

屋内通路：幅 2.5ｍ以上 
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△各戸専用の屋外に通ずる出口 

敷地内通路幅 1.5ｍ(※) 

マーケットの 2 階以上の住戸は 
背合せにしない（設置不可） 

敷地内通路幅 3.0ｍ以上(※) 

マーケットの 2 階以上の住戸は 
背合せにしない（設置不可） 

2 Ｆ

住戸 

道 
 

路 2 Ｆ

住戸 
2 Ｆ

住戸 

敷地内通路幅 2.0ｍ以上(※) 

 （マーケットの売場に附属する住宅） 

 第 38 条 マーケットの用途に供する木造建築物等に住戸を設ける場合には、次の各号に定めると

ころによらなければならない。 

  （1） 各戸は、屋外に直接面すること。 

  （2） 2 階に設ける各戸は、背合せとしないこと。 

  （3） 各戸専用の屋外に通ずる出口（屋外階段を含む。次号において同じ。）を設けること。 

  （4） 前号の出口から道路又は公園、広場その他の空地に通ずる幅が 1.5 メートル(階数が 3以

下で延べ面積が200平方メートル未満の当該木造建築物等にあっては、90センチメートル)

以上の敷地内通路を設けること。 

 2 マーケットの用途に供する建築物に住戸を設ける場合には、その住戸の部分を共同住宅の用途

に供する建築物とみなして、第 21条並びに第 25条第 1項及び第 3 項の規定を準用する。 

  (一部改正〔平成 12年条例 42 号・24 年 18 号・令和 2年 56 号〕) 

  

  本条は住戸への延焼防止、避難経路の確保、及び、住戸の衛生（採光、通風）確保を目的としてい

ます。 

  本条の適用に加え、長屋となる建築物については第 26条から第 28 条の規定が、共同住宅となる建

築物については第 20 条から第 25 条の規定がそれぞれ適用されますので注意してください。 

  「木造建築物等」とは、法第 23 条に規定する木造建築物等とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 ※階数３以下で延べ面積 200 ㎡未満の建築物は幅 90㎝以上確保すればよいこととします。 
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第 7 節 興行場等 

  本節で取扱う興行場等については、各種興行、観せ物を催すための建築物のほか舞台等を設けてい

る公会堂や集会場など、不特定多数の者が利用する建築物を対象としています（興行場等については

第 39条で定義しています。）。 

また、集会場とは、一時に不特定多数の人が集まる目的のある施設を有する建築物及び建築物の部

分をいい、集会場に該当するか否かは、建築物やその室の名称に捉われずそれぞれの利用実態により

判断するものとします。具体例については下記のとおりです。 

   集会場として扱う用途の具体例 

 使用目的を限定せず貸出されるホール      会議場・ホール 

 結婚式場                   披露宴会場・挙式会場 

 葬祭場                    葬儀会場・お清めホール 

 ホテル及び旅館の宴会場の部分         イベントホール・パーティー会場・披露宴会場 

 神社、寺院及び教会で一般に使用される宴会場の部分   特定の者以外に利用される部屋 

 学校の講堂等でも一般の集会等に使用されるもの   特定の者以外に利用される講堂、体育館等 

   集会場として扱わない用途の例 

 近隣住民のみを対象とした公益上必要な施設である公民館、自治会館又は町内会館 

  なお、この節の規定については、第 50 条により市長がその用途又は規模により、安全上、防火上

及び避難上支障がないと認めて許可したものについては適用されません。 

 

 （敷地と道路との関係） 

 第 39 条 劇場、映画館、演芸場、観覧場、公会堂又は集会場（以下この節において「興行場等」

という。）の用途に供する建築物の敷地は、客席の床面積（集会場にあっては、当該客席の床面

積の 2 分の 1 に相当する床面積をいう。以下この節において同じ。）の合計の区分に応じて、次

の表に掲げる幅員の道路に敷地の外周の長さの 7分の 1以上（道路に接する部分が連続して 6メ

ートル以上のものの合計とする。）が接し、かつ、その接する部分に主要な出入口を設けたもの

でなければならない。 

      客 席 の 床 面 積 の 合 計      道路の幅員 

200 平方メートルを超え 300 平方メートル以下のもの  6 メートル以上 

300 平方メートルを超え 600 平方メートル以下のもの  8 メートル以上 

600 平方メートルを超えるもの            11 メートル以上 

 2 前項の規定にかかわらず、2 以上の道路に興行場等の用途に供する建築物の敷地の外周の長さの

3 分の 1 以上（道路に接する部分が連続して 6メートル以上のものの合計とする。）が接し、かつ、

一の道路に敷地の外周の長さの 6 分の 1 以上が接する場合で、その接する部分にそれぞれ出入口

（一の道路については、主要な出入口とする。）を設け、その建築物の客用の屋外への出口がそれ

ぞれの道路に面している場合における当該道路の幅員については、次の表によることができる。 

     客 席 の 床 面 積 の 合 計           道路の幅員 

一の道路     他の道路 

200 平方メートルを超え 300 平方メートル以下のもの  5 メートル以上   4 メートル以上 

300 平方メートルを超え 600 平方メートル以下のもの  6 メートル以上   4 メートル以上 

600 平方メートルを超えるもの            8 メートル以上   6 メートル以上 
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A(6m 以上) B(6m 以上) C(6m 未満) 幅員 8ｍ以上 

客席の床面積の合計 
300 ㎡を超え 600 ㎡以下 
の建築物 

客席の床面積の合計 
300 ㎡を超え 600 ㎡以下 
の建築物 

 3 前 2 項の規定は、敷地の周囲に広い空地を有する建築物その他の建築物で市長が安全上支障が

ないと認めて許可したものについては、適用しない。 

  (一部改正〔平成 24年条例 18 号〕) 

 

  第 1 項は、興行場等の用途に供する建築物の敷地が接しなければならない道路の幅員、その道路

に接する部分の長さ及び出入口の設置について定めています（図 1）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「客席の床面積」の算定について 

  客席の床面積には、いす席その他、客席が設置されている室の通路等の面積を全て含みますが、舞

台やステージ等客が立ち入らない部分については除くことができるものとします。また、固定席のな

い場合など、客席が明確でない場合は、客用の部分をすべて客席とみなして客席の床面積の算定を行

うこととします。ただし、集会場については、第 39 条第 1 項の本文により当該客席の床面積の 2 分

の 1 に相当する床面積となります。 

 

  第 2 項は、前面道路が 2 以上ある場合の緩和規定です。（図 2） 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

隣地 

※ この場合、A＋B で敷地の外周の長さの

1／7 以上、かつ、敷地の主要な出入口

（  ）を設けます。 
C の部分は、算定対象から外れます。 

隣地 隣地 

（図 1） 

※ それぞれの道路の接する部分に敷地の 
  出入口（  ）を設けます。 
※ 表の「一の道路」に敷地の外周の長さの 
  1／6 以上接し、かつ敷地の主要な出入口 
  の（  ）を設けます。 
※ この場合、A で敷地の外周の長さの 
  １／６以上必要となり、さらに A＋B で 
  敷地の外周の長さの 1／3 以上必要と 
  なります。 
  C の部分は、算定対象から外れます。 
※ 建築物の客用の出口（  ）をそれぞれ 
  の道路に面して設けなければなりません。 

A(6m 以上) 

B(6m 以上) C(6m 未満) 

6ｍ以上 

4ｍ以上 

（図 2） 

一の道路 

他の道路 
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  「客用の屋外への出入口がそれぞれの道路に面している」とは、第 24条と同様の条件を満たして

いるか、又は、出入口から直行方向で面すべき道路を見通すことができ、かつ、第 2 項の表の一の

道路の欄に応じた幅員以上の通路がその道路まで避難上有効に確保されていることをいいます。第

33 条と同様の扱いですので、同条の解説を参照してください。 

 

 （前面空地） 

 第 40 条 興行場等の客用の屋外への主要な出口と道路の境界線との間には、客席の床面積の合計

の区分に応じて、次の表に掲げる間口（空地の幅をいう。以下同じ。）及び奥行き（道路の境界

線からの距離）を有する前面空地を設けなければならない。 
 

主要な出口が道路に面し 主要な出口が道路に面してい 

客席の床面積の合計    ている場合       ない場合 

間 口   奥行き   間 口    奥行き 

200 平方メートルを超え      第 42 条第  2 メートル 5 メートル  当該道路から最 

300 平方メートル以下のもの    1 項に規定    以上    以上  も離れた客用の 

  300 平方メートルを超え      する客用の 3メートル 6メートル  屋外への主要な 

  600 平方メートル以下のもの    屋外への出    以上     以上  出口の端までの 

  600 平方メートルを超えるもの   口の幅の合 4メートル 8メートル  長さ以上 

                  計以上      以上    以上 

 2 興行場等の用途に供する建築物の主要構造部又は屋根を除く主要構造部が耐火構造の場合には、

前項の前面空地に相当する部分に次の各号に定める構造の歩廊を設け、又はその部分を第 1 号及

び第 3号に定める構造のポーチ（これに類するものを含む。）とすることができる。 

(1) 内法の高さは、3メートル以上とすること。 

(2) 主要構造部は、耐火構造とし、又は不燃材料で造ること。 

(3) 通行上支障がある位置に柱、壁その他これらに類するものを設けないこと。 

 3 興行場等の客用の屋外への出口で、道路に面して設けるものは、道路の境界線から 1 メートル

以上後退して設けなければならない。 

 4 興行場等の用途に供する木造建築物等（耐火建築物、準耐火建築物又は法第 27条第 1 項の規定

に適合する建築物を除く。）の 1 階の外壁は、その外周の長さの 5 分の 3 以上が幅 1.5 メートル

以上の空地に面していなければならない。 

  (一部改正〔平成 12年条例 42 号・24 年 18 号・27 年 31 号〕) 

   

  本条は、興行場等の主要な出入口と道路との間に空地を設け、客の滞留空間を確保することで混雑

の緩和を図るとともに、避難時に多数の客が急激に道路へ流出することを防ぐための規定です。 

第1項では前面空地の間口及び奥行きの寸法を定めており、ここでいう「主要な出口」とは第42条

第2項により主要な出口とすべき出口（第42条第1項による客用の出口の幅の3分の1以上）のことです。 

また、前面空地については、非常時の避難スペース等として設けるものであるため、植栽や駐車場

（車路は除く。）、工作物等、第2項に掲げられたもの以外のものを設置することはできません。 

  「木造建築物等」とは、法第 23 条に規定する木造建築物等とします。 
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客席の床面積の合計が500㎡、主要構造部が耐火構造の主要な出口が道路に面している場合の例 

 

 

① 前面空地の奥行きは、表より 3ｍ以上となります。 

  ② 前面空地の間口は、第 42条第 1 項に規定する客用の屋外への出口の幅の合計を求めます。 

   （ 500 ㎡ ÷10 ㎡）× 17 ㎝ ＝ 850 ㎝   間口は、8.5ｍ以上とする必要があります。 
 

           屋根を除く主要構造部が耐火構造以外の場合は 20㎝ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 前面空地の奥行きは、当該道路から最も離れた客用の屋外への主要な出口の端までの長さ

（★）以上となります。 

② 前面空地の間口は、表より６ｍ以上となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ：客用のその他の出口 

○ 主要な出口が道路に面している場合 

道路境界線からの奥行き

(3ｍ以上) 
  前面空地 

間口(8.5ｍ以上) 1ｍ後退 

客席の床面積 
500 ㎡ 

  ：客用の主要な出口 

主要な出口と前面空地は有効に接続すること 

前面道路 

客席の床面積 

○ 主要な出口が道路に面していない場合 

 

道路境界線からの奥行き

(★以上)

1ｍ後退 
客席の床面積 
500 ㎡ 

主要な出口と前面空地は有効に接続すること 

前面 
道路 

  ：客用のその他の出口 

  ：客用の主要な出口 

★ ：当該道路から最も離れた 
▼の端までの長さ 

間口(6ｍ以上) 
★ 

前面空地 
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  第 2 項は、第 1項の前面空地の中に設けることができる建築物の部分を規定した、緩和規定です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  第 3 項は、客用の出口が道路に面する場合、主要なもの、その他のものに係わらず道路の境界線か

ら 1ｍ以上後退しなければならないことを規定しています。 

 

 （敷地内通路） 

第 41 条 興行場等の客用の屋外への出口が道路、公園、広場又は前条第 1 項に規定する前面空地

に直接面しない場合には、その出口からこれらに通ずる敷地内通路を設けなければならない。 

 2 前項の敷地内通路の幅は、客席の床面積の合計が 300 平方メートル以下のときは 1.5 メートル

以上とし、300 平方メートルを超えるときは 1.5 メートルに 300 平方メートルを超える客席の床

面積 60平方メートル又はその端数を増すごとに 15センチメートルを加えた幅以上としなければ

ならない。ただし、同項の出口から道路の境界線までの距離が 10 メートル以下の敷地内通路の

幅は、1.5 メートル以上とすることができる。 

 3 前項の規定にかかわらず、興行場等の用途に供する建築物であって階数が 3 以下で延べ面積が

200 平方メートル未満のものについては、第 1 項の敷地内通路の幅を 90センチメートル以上とす

ることができる。 

 4 第 1項の敷地内通路には、3 段以下の段を設けてはならない。 

 5 主要構造部又は屋根を除く主要構造部が耐火構造の興行場等にあっては、第 1 項の敷地内通路

に相当する部分に、前条第 2 項各号に定める構造の歩廊を設けることができる。 

  (一部改正〔平成 17年条例 60 号・24 年 18 号・令和 2年 56 号〕) 

 

  本条では、興行場等の客用の屋外への出口が道路等に面していない場合に確保すべき敷地内通路

の構造について規定しています。 

  第 1 項では、敷地内通路の設置が要求される出口について定めています。ここでいう出口とは第

42 条第 1項により要求される客用の出口であり、主要でない出口も含まれます。 

  第 2 項では、敷地内通路の幅について定めています。要求される幅の算定については次のとおり

です（図 1）。なお、敷地内通路の形態については、第 24 条と同様に扱うものとします。 

1）歩廊は、第 1 号から第 3 号の全ての規定を満た 
 せば、前面空地の中に設けることができます。 
 
2）ポーチは、第 1 号及び第 3 号の規定を満たせば、 
 前面空地の中に設けることができます。 

歩廊 
前面道路 

200 ㎡を超える客席を

有する興行場等 

1ｍ後退 

ポーチ 

前面空地 
  ：客用のその他の出口 

  ：客用の主要な出口 
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（敷地内通路の幅の算定） 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 4 項は、敷地内通路上に認知しづらい段差が設けられた場合、避難時に将棋倒し等の要因とな

るおそれがあるため、段差を設ける場合は 4 段以上としなければならないことを規定しています。 

前面空地 
出口から道路 

境界線までの 

距離は出口の 

端部から測り 

ます。 

  ：客用の主要な出口 

  ：客用のその他の出口 

前面道路 

客席の床面積 
500 ㎡ 

敷地内通路 B 

敷地内通路 A 

10ｍ以内 

10ｍ以上 

○ 客席の床面積の合計が 500 ㎡の場合 

敷地内通路 A： 道路境界線までの距離が 10ｍを超える出口からの敷地内通路 

500 ㎡－300 ㎡＝200 ㎡ 

        200 ㎡÷60 ㎡＝3.3 → 4 

通路幅 ＝ 1.5ｍ＋0.15ｍ×4 ＝ 2.1ｍ  

 

敷地内通路Ｂ： 道路境界線までの距離が 10ｍ以内の出口からの敷地内通路 

        通路幅 ＝ ただし書より 1.5ｍ 

（図１） 
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 （屋外への出口の幅） 

 第 42 条 興行場等の客用の屋外への出口の幅は 1.2 メートル以上とし、その幅の合計はその出口

を使用して避難する客席の床面積の合計 10 平方メートルにつき、主要構造部又は屋根を除く主

要構造部が耐火構造の建築物にあっては 17センチメートル以上、その他のものにあっては 20セ

ンチメートル以上としなければならない。 

 2 第 40 条第 1 項に定める前面空地に面する客用の屋外への主要な出口の幅の合計は、前項に定め

る幅の合計の 3分の 1 以上としなければならない。 

 

  第 1 項では、全ての客用の屋外への出口の幅を、1.2ｍ以上としなければならないことを規定し

ている他、それらの合計を客席の床面積及び主要構造部の種別に応じ一定の数値以上としなければ

ならないことを規定しています。 

  第 2 項では、第 1 項により要求された出口の幅のうち 3 分の 1 以上を、第 40 条第 1 項の主要な

出口としなければならないことを規定しています。 

 

（客用の屋外への出口の幅の算出例） 

 
 

 1）第 1項による客用の屋外への出口の幅の合計            

 （500 ㎡÷10 ㎡）×17 ㎝ ＝ 850 ㎝     
 

   屋根を除く主要構造部が耐火構造以外の場合は 20 ㎝ 

 

 2）第 2項による主要な出口の幅の合計 

  850 ㎝÷3 ＝ 284 ㎝ 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （A＋B＋C＋D＋E＋F）          850 ㎝以上 

  （C＋D＋E）              284 ㎝以上 

 

  物品販売業を営む店舗と興行場等の複合建築物において、政令第 125 条第 3項による出口と本条

第 1 項による出口が要求される場合は、各々の用途の部分で当該出口を確保する必要があります。

ただし、共用の出口がある場合、その幅をどちらの出口の幅とするかは任意に設定できるものとし

ます。   

  なお、本条の規定は、政令第 129 条の 2 第 3項の全館避難安全性能を有する建築物には、適用さ

れません（第 64 条による緩和）。   

 

A 
B 

    前面空地 

○ 客席の床面積の合計が 500 ㎡、主要構造部が耐火構造の場合 

C D E 

F 
  ：客用の主要な出口（幅 1.2ｍ以上） 

  ：客用のその他の出口（幅 1.2ｍ以上） 

客席の床面積 

道路 
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 （階段） 

 第 43 条 興行場等の用途に供する建築物の客用の階段の幅の合計については、前条第 1 項の出口

の幅の合計の規定を準用する。 

 2 前項の客用の階段には、回り段を設けてはならない。 

  (一部改正〔平成 17年条例 60 号〕) 
 

  第 1 項では、客用の階段の幅を前条第 1項の出口の幅以上確保することを規定しています。 

  物品販売業を営む店舗と興行場等の複合建築物において、政令第 124 条第 1項による階段の幅と

本条第 1 項による階段の幅が要求される場合、各々の用途の部分で当該階段幅を確保する必要があ

ります。ただし、共用の階段がある場合はその幅をどちらの出口の幅とするか、任意に設定できる

ものとします。 

  なお、第 1 項の規定は、政令第 129 条の 2第 3 項の全館避難安全性能を有する建築物には、適用

されません（第 64条による緩和）。 

第 2 項では、客用の階段を回り段とすることを禁じています。回り段については第 14 条の図を

参照してください。 
 

 （廊下及び広間の類） 

 第 44 条 興行場等の用途に供する建築物の各階には、客席の両側及び後方に廊下又は広間の類を

設けなければならない。ただし、客席からずい道を設け、廊下若しくは広間の類に通じている場

合で避難上支障がないとき又は客席が避難階にあり、かつ、客席の側面に設ける出口が直接道路、

公園、幅員が 3メートル以上の敷地内通路その他避難上安全な場所に面している場合は、この限

りでない。 

 2 前項の規定にかかわらず、その階における客席の床面積の合計が 150 平方メートル（主要構造

部又は屋根を除く主要構造部が耐火構造のものにあっては、300 平方メートル）以内の場合には、

同項に規定する客席の両側に設ける廊下又は広間の類は、片側とすることができる。 

 3 前 2項の廊下又は広間の類は、客席と混用されないように壁で客席と区画しなければならない。 

 4 興行場等の客用の廊下及び広間の類は、次の各号に定めるところによらなければならない。 

  （1） 廊下の幅は、当該廊下を使用する客席の床面積の合計の区分に応じて、次の表に掲げる

幅とすること。 

客席の床面積の合計           廊 下 の 幅 

200 平方メートル以下のもの    1.2 メートル以上 

200 平方メートルを超え      1.3 メートル以上 

300 平方メートル以下のもの 

                    1.3 メートルに 300 平方メートルを超える客席の 

300 平方メートルを超えるもの   床面積 60 平方メートル又はその端数を増すごと 

                    に 10 センチメートルを加えた数値以上 

  （2） 廊下及び広間の類には、3 段以下の段を設けないこと。 

  （3） 廊下及び広間の類は、避難階若しくは地上に通ずる直通階段又は第 42 条第 1項に規定す

る出口に通ずること。 

5 興行場等の客席から廊下又は広間の類に通ずる出口の戸は、開閉する場合において、当該廊下

又は広間の類の幅の 2 分の 1 以上を閉鎖することのないようにし、かつ、避難の障害にならない
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客 席 

舞
台 

(

広
間) 

１
Ｆ
ロ
ビ
ー 

客
席 

よう設置すること。 

 

  第 1 項本文の事例は次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  第 1 項ただし書前段の規定は、廊下若しくは広場の類に通じるずい道（トンネル状に区画された

もの）を設けた場合、客席の両側及び後方に廊下又は広間を設けないことができることを規定して

います。なお、ずい道については、第 46 条第 2項第 2 号に関連規定があるためご注意ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  第 1 項ただし書の「又は」以降、客席が避難階に存する場合の事例は、次のとおりです。 

  客席の両側面が道路等に直接面する場合には、廊下又は広間の類の設置が免除されます。 

  この場合、客席からの出口については、客用の屋外への出口になるため、第 40 条（前面空地）や

第 41条（敷地内通路等）、第 42 条（屋外への出口の幅）の規定にも適合させる必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

客席と廊下又は広間の類は、混用されないよう
に、壁で区画する。（第 3 項） 

客 席 
舞 

 

台 

隣地 

幅 3ｍ以上の敷地内通路 

舞 
 

台 

広 
 

間 

廊下 

廊下 

道 

 

路 

道 路 

直接道路に面している 

直接幅 3ｍ以上の 
敷地内通路に面している 

：廊下又は広間の類を客席の両側及び後方に 
    設ける。 
  
 第 2 項に該当する場合は、両側の廊下又は広間の

類を片側とすることができる。 

舞台 客席 

客席 

1Ｆロビー 
(広間) 

ずい道 

断面図 

平面図 

ずい道 

１階ロビー（広間）に通じる 
ずい道を設けているため、 
客席の両側に廊下を設けない

ことができる例 
（避難上支障がない場合に 
限る。） 
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  第 3 項の規定は、客席と廊下又は広間の類との混用を防ぐことを目的としたものです。 

 

第 4 項第 1 号の規定は、客席の床面積による廊下の幅の規定です。なお、廊下の幅員については、

第 13条の規定にも適合させる必要があります。 

 

  第 4 項第 2号の規定は、廊下及び広間の類からの避難において認知しづらい段差を設けた場合、避

難時に将棋倒し等の要因になるおそれがあるため、段差は 4段以上としなければならないことを規定

しています。 

  第 5 項の規定は、客席の扉が開いた状態にあったとしても有効な避難通路が確保されるようにする

ため、客席からの出口の戸の設置方法について規定しています。なお、「避難の障害にならないよう

設置」とは、扉に常閉の機能を持たせて自然に閉じるようにするか、又は、壁などに固定可能なスト

ッパー等を設けて、扉を固定した状態で廊下の必要幅を確保できるような設置方法とします。 

 

 

 

 

 

 

  本条の規定は、第 4項第 2号の規定を除き、政令第 129 条第 2 項の階避難安全性能を有する階、又

は、政令第 129 条の 2 第 3 項の全館避難安全性能を有する建築物に対しては、適用されません。（第

63 条、第 64 条による緩和） 

廊下及び広間の類の設置については、第 46条（客席内の通路）及び第 47条（客席の出口）にも適

合させる必要があるので注意が必要です。 

 

 （客席内の手すり等） 

 第 45 条 劇場、映画館、演芸場又は観覧場（以下この条において「劇場等」という。）において、

主階より上の階の客席の前面には、堅固な手すり壁その他これに類するものを設けなければなら

ない。 

 2 劇場等の客席の段の高さが 50 センチメートル以上の段床には、客席の前面に高さが 75 センチ

メートル以上の手すりを設けなければならない。 

 

  「主階」とは、興行場等の客席部の主要な出口がある階をいいます。 

  「主階より上の階の客席の前面」とは、劇場等で同一の空間内の客席に複数の階層が存在する場

合に、舞台等がある層より上層の客席の部分の最前部をいいます。 

  「堅固な手すり壁その他これに類するもの」とは、広い幅の手すり壁等、転落防止上有効なもの

をいいます。 

廊下 

W：廊下又は広間の類の幅 
L：扉解放時の有効幅 
 
条件 ： L ＞ W／2 

W 
L 

L 

L 

客席 

客席 
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 （客席内の通路） 

 第 46 条 興行場等の客席内の通路を傾斜路とする場合の勾配は、10 分の 1（滑り止めを設けた場

合においては、8 分の 1）以下としなければならない。 

 2 前項の通路を階段状とする場合には、次の各号に定めるところによらなければならない。 

 （1） けあげは 18 センチメートル以下とし、踏面は 26センチメートル以上とすること。 

 （2） 段床を縦断する通路で、高低の差が 3 メートルを超えるもの（勾配が 5 分の 1 以下である

通路を除く。）については、高さが 3 メートル以内ごとにこれに通ずる横通路又は幅が 1 メ

ートル以上のずい道を設け、これを廊下、広間の類又は階段に通じさせること。 

 

  第 1 項では、客席内の通路を傾斜路とする場合の勾配を規定しています。 

 

第 2 項では、客席内の通路を階段状とした場合のけあげ、踏面の寸法を規定している他、横通路

又はずい道の設置が必要な位置及びその構造について規定しています。横通路の設置例は下図のと

おりです。なお、横通路は両側とも廊下、広間の類又は階段に通じさせる必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 （客席の出口） 

 第 47 条 興行場等の客席から廊下又は広間の類に通ずる出口には、段を設けてはならない。 

 2 前項の出口の幅は、当該出口に通ずる客席内の通路の幅（その幅が 1 メートルに満たない場合

には、1 メートルとする。）以上とし、当該出口の幅の合計については、第 42 条第 1 項の規定を

準用する。 

 3 第 1項の出口を 2以上設ける場合には、互いに近接した位置に設けてはならない。 

 4 興行場等の客席で椅子席が床に定着していない場合における第 1 項の出口の数は、区画された

客席の床面積の区分に応じて、次の表に掲げる数としなければならない。 

              区画された客席の床面積          出口の数 

      30 平方メートル以下のもの                1 以上 

      30 平方メートルを超え 200 平方メートル以下のもの      2 以上 

      200 平方メートルを超え 300 平方メートル以下のもの      3 以上 

横通路等で廊下等に 
通じさせること 18 ㎝ 

以下 

26 ㎝以上 

3ｍ以内 

50cm 以上 

75cm 以上 

3ｍ以内 

断面図 

舞台 
客席 

客席 主階より上の階の客席の最前部 

50 ㎝以上の段床 

断面図 
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      300 平方メートルを超え 600 平方メートル以下のもの      4 以上 

      600 平方メートルを超えるもの               5 以上 

(一部改正〔平成 24年条例 18 号〕) 

 

  第 1 項は、転倒防止のために出口に段差を設けてはならないことを規定したものです。 

  第 3 項は、出口を避難上有効に配置するために、互いに近接した位置に設けないことを規定した

ものです。 

 

  第 4 項の「区画された客席」とは、可動間仕切りにより区画した場合や、下図のように空間とし

ては同一であっても避難経路が異なる場合等が該当します。 

 

 

 

 

   

 

 

  本条の規定は、第 1項を除き、政令第 129 条第 2 項の階避難安全性能を有する階、又は、政令第 129

条の 2第 3項の全館避難安全性能を有する建築物に対しては、適用されません（第 63 条、第 64 条に

よる緩和）。 

 

 （舞台付近の構造） 

 第 48 条 興行場等の舞台とこれに附属する各室との隔壁は、準不燃材料で造らなければならない。 

 2 興行場等の舞台の上部及び下部には、楽屋、控室、道具部屋その他これらに類するものを設け

てはならない。ただし、舞台の下部を防火上安全な構造とした場合には、その部分については、

この限りでない。 

  (一部改正〔平成 12年条例 42 号〕) 

 

  第 1 項の「附属する各室」とは、音響機械室、照明室等の舞台に附属する室とします。 

第 2 項ただし書きの「防火上安全な構造とした場合」とは、原則、楽屋等の部分を床面積 100 ㎡

以内ごとに準耐火構造の床、壁又は法第 2 条第 9号の 2ロに規定する防火設備（政令第 112 条第 19

項に規定する構造のものに限る。）によって区画し、かつ、壁及び天井の室内に面する部分の仕上

げ材を準不燃材料とした場合とします。 

 

 （主階が避難階以外の階にある興行場等） 

 第 49 条 主階が避難階以外の階にある興行場等の用途に供する建築物にあっては、第 40 条及び第

42 条第 2項の規定は、適用しない。 

 2 主階が避難階以外の階にある興行場等の用途に供する建築物の構造は、次に定めるところによ

らなければならない。 

  （1） 建築物の 2 階から 4 階までの階又は地階に興行場等の主階を設ける場合には、直通階段

舞台 

客席区画 B 

断面図 

出口 B ※出口Bの数は客席区画Bの床面積により決定 

出口 A ※出口 A の数は客席区画 A の床面積により決定 
 客席区画 A 
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の 1 以上を避難階段又は特別避難階段とすること。 

  （2） 建築物の地階に主階を設ける場合には、客席の床面積の合計は、200 平方メートル以内と

し、かつ、客席の床面は、地盤面下 6 メートル以内とすること。 

  （3） 建築物の 5 階以上の階に主階を設ける場合には、避難の用に供することができる屋上広

場を設け、かつ、主階のある階及び屋上広場に通ずる 2以上の直通階段を設け、これを避

難階段又は特別避難階段とすること。 

 3 前項第 3号の屋上広場については、第 36 条の規定を準用する。 

 4 避難階以外の階に主階がある公会堂又は集会場の用途に供する建築物（階数が 3 以下で延べ面

積が 200 平方メートル未満のものを除く。）は、法第 27条第 1 項の規定に適合する建築物（その

主要構造部の性能が政令第 107 条各号又は政令第 108 条の 4 第 1 項第 1 号イ及びロに掲げる基準

に適合するものに限る。）としなければならない。 

  （一部改正〔平成 31 年条例 20 号・令和 6 年条例 4 号〕） 

 

  「主階」については、第 45 条と同様に扱うものとします。 

  第 2 項の規定は、政令第 129 条の 2第 3項の全館避難安全性能を有する建築物には適用されませ

ん（第 64条による緩和）。 

 

  （制限の緩和） 

  第 50 条 この節の規定は、興行場等の用途に供する建築物で市長がその用途又は規模により、

安全上、防火上及び避難上支障がないと認めて許可したものについては、適用しない。 
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第 8 節 公衆浴場 

 （建築物の一部に設ける公衆浴場の構造） 

 第 51 条 公衆浴場の用途に供する建築物にあっては、次の各号のいずれかに該当する部分の主要

構造部を耐火構造としなければならない。 

  （1） 浴室の部分の直上に階のある場合においては、浴室の直上の部分の床から下の部分 

  （2） 浴室の直下に階のある場合においては、浴室の床から下の部分 

 

  本条は、公衆浴場では常時火気を使用するため火災の発生の危険性が高く、不特定多数の人が利

用する建築物であるため、防火性能を高めるとともに、避難の安全性を確保するために設けられた

規定です。 

「スーパー銭湯」などの大規模な複合建築物の一部に設けられた公衆浴場等で、第 1 号又は第 2

号のいずれかに該当する場合は、主要構造部を耐火構造としなければなりません。また、本条はサ

ウナ風呂や個室付浴場にも適用されます。 

  なお、耐火構造としなければならない部分は、次の図のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （火たき場等の構造） 

 第 52 条 公衆浴場の火たき場の構造は、次の各号に定めるところによらなければならない。 

  （1） 周壁、天井（天井のない場合には、屋根）及び床を耐火構造（天井にあっては、政令第

107 条第 1号及び第 2 号の規定のうち床に関する規定に該当する構造）とすること。 

  （2） 開口部には特定防火設備を設けること。 

  （3） 天井の高さは、2.1 メートル以上とすること。 

 2 公衆浴場の燃料倉庫又は灰捨場は、周壁を不燃材料で造らなければならない。 

  (一部改正〔平成 12年条例 42 号・24 年 18 号〕) 

 

  本条では、火災発生の可能性が高い公衆浴場の火たき場の構造を規定しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

主要構造部を耐火 
構造とする部分 

直上の部分の床 
４Ｆ 浴室以外 

３Ｆ 浴  室 

２Ｆ 浴室以外 

１Ｆ 浴室以外 

第 2 号の場合 

主要構造部を耐火 
構造とする部分 

３Ｆ 浴  室 

浴室の床 

２Ｆ 浴室以外 

１Ｆ 浴室以外 

第 1 号の場合 
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 第 9節 自動車車庫及び自動車修理工場 

 （自動車用の出口） 

 第 53 条 自動車車庫（その用途に供する部分の床面積の合計（同一敷地内に 2 以上の建築物があ

る場合は、その用途に供する部分の床面積の合計をいう。以下この条において同じ。）が 

  50 平方メートル以内のものを除く。以下この節において同じ。）又は自動車修理工場の敷地の自

動車用の出口は、次の各号のいずれかに面する場所に設けてはならない。ただし、市長が自動車

車庫若しくは自動車修理工場の規模若しくは周囲の状況により通行上支障がないと認めて許可

した場合又は消防用自動車の車庫については、この限りでない。 

  （1） 幅員が 6 メートル未満の道路 

  （2） 道路（幅員が 6 メートル未満の道路を除く。）の交差点又は曲がり角（120 度を超えるも

のを除く。）から 5メートル以内の道路 

  （3） 踏切から 10メートル以内の道路 

  （4） 縦断勾配が 12 パーセントを超える坂 

 2 前項第一号の規定は、建築物に附属する自動車車庫（その用途に供する部分の床面積の合計が

同一敷地内にある建築物の延べ面積の合計の 2 分の 1 以内のものに限る。）の出口が、床面積の

合計の区分に応じて、次の表に掲げる幅員の道路に面する場合は、適用しない。 

 3 建築物に附属する自動車車庫が 2 以上ある場合で、その敷地が 2 以上の道路に接し、かつ、そ

れぞれの自動車用の出口がそれぞれの道路に面するときにおける当該自動車車庫に係る前項の

規定の適用については、同項の表中「自動車車庫」とあるのは「2以上の自動車車庫」と、「合計」

とあるのは「それぞれの自動車車庫ごとの合計」と、「自動車用の出口」とあるのは｢自動車車庫

ごとの自動車用の出口｣とする。 

 4 自動車車庫又は自動車修理工場の用途に供する建築物の自動車用の出口は、道路の境界線から 1

メートル以上後退して設けなければならない。 

 

  本条では、床面積が 50 ㎡を超える自動車車庫又は自動車修理工場の敷地からの出口について規

定しています。 

  「自動車車庫の用途に供する建築物の床面積」には自動車の車路部分も含みますが、青空駐車場並

びに自転車及び総排気量125cc 以下の自動二輪車の駐輪場は含みません。 

建築物に附属する自動車車庫の
床面積の合計 

道路の幅員と空地の有無 
空地を設けない場合 空地を設ける場合 

150 平方メートル以下のもの 
4 メートル以上（法第 42条
第 2 項の道路を含む。） 

4 メートル以上（法第 42 条
第 2 項の道路を含む。） 

150 平方メートルを超え 
300 平方メートル以下のもの 

5 メートル以上 
4 メートル以上（法第 42 条
第 2 項の道路を含む。） 

300 平方メートルを超えるもの 6 メートル以上 
4 メートル以上（法第 42 条
第 2 項の道路を除く。） 

1 この表において、「空地」とは、自動車用の出口が面する幅員 4 メートル以上の道路とこ
れに接する敷地の部分について、6 メートル以上の間口及び当該道路を含む 6 メートル以上
の奥行き（当該道路の反対側の境界線（当該道路が法第 42 条第 2 項の規定により指定され
た道である場合には、道の反対側の境界線）からの水平距離）を有する道路状に整備された
部分をいう。 

2 この表において、「法第 42 条第 2項の道路」とは、法第 42条第 2 項の規定により指定さ
れた道と同項の規定により道路の境界線とみなされる線との間に存する敷地の部分を道路
として築造されたものをいう。 
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幅員 6m 未満の道路は全て

規制の対象となります。 

※第 2 項に緩和措置あり 

  第 1 項では、自動車車庫及び自動車修理工場の敷地からの出口を道路の交差点及びその付近、急

坂等に面して設けると交通上危険であるため、第 1 号から第 4 号までに掲げる交通の安全上支障が

ある部分に面して自動車の出口を設けることを規制しています。 

  本項で規制される道路及びその部分は、次の図のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  第 2 項は、建築物に附属する自動車車庫（その用途に供する部分の床面積の合計が同一敷地内にあ

る建築物の延べ面積の合計の 2 分の 1 以内のものに限る。）を対象として、前項第１号の「幅員６メ

ートル未満の道路」に自動車用の出口を設ける場合の緩和規定です。 

  前面道路の幅員及び空地の有無によって、緩和の対象となる附属自動車車庫の床面積が異なります。 

  「道路状に整備」とは、道路と一体的に利用できる機能を持った構造に整備することです。 

道路幅員と 

整備方法 

法第 42 条第 2 項道路で 

道路後退部分を築造 
4m 以上～5m 未満の道路 5m 以上～6m 未満の道路 6m 以上の道路 

       

 

附 

属 

車 

庫 

150 ㎡以下 ○ 
○ 

空地不要 
○  

○ 

空地不要 

○ ○ 

空地不要 

○  
150 ㎡超～ 

300 ㎡以下 
× ○ × ○ ○ 

○ 

空地不要 

300 ㎡ 

超える 
× × × ○ × ○ 

独立 

車庫 

50 ㎡ 

超える 
× × × × × × ○ 

曲がり角 

線路敷境界線 

10m 5m 
5m 

5m 

5m 

6m 以上 

6m 以上 

6m未満 

内角が 

120°以下 

：出口が規制される道路の部分 

敷地 

敷地 敷地 敷地 

敷地 敷地 

敷地 

縦断勾配が 12％を 

超える坂 

第 1 項第 2 号かっこ書より、6ｍ道路
同士の交差点でないため出口規制は
ありません。 

5m 

5m 

5m 5m 

線
路 

隅切り 

端部まで 
交差点 

○：出口の設置可能 ×：出口の設置不可 

(1) (2) 

(2) 

(3) (5) (4) 

(4) 

(4) 

(4) 

(4) 

(4) 

(5) 

空地無し 空地無し 空地無し 空地有り 空地有り 空地有り 

踏切 
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注意）第 4 項により、道路幅員に係わらず出口の 1ｍ後退は要求されます。なお、建築物の自動車用の出口は、必ずし 

も道路に面する必要はありません。 

注意）いずれのパターンも、附属車庫の床面積が同一敷地内にある建築物の延べ面積の合計の２分の１以内のものに 

限ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

附属車庫 
≦150 ㎡ 附属車庫 

≦300 ㎡ 

附属車庫 
≦150 ㎡ 

附属車庫 
≦300 ㎡ 

道路として築造 

建築物 

2ｍ 
4ｍ 

1ｍ 
以上 

2 項道路 

パターン(1) パターン(2) 

道路として築造 

建築物  

6ｍ 
以上 

6ｍ以上 

2ｍ 
4ｍ 

1ｍ 
以上 

空地 
道路状に整備 

2 項道路 

パターン(2) 

道路として築造 

建築物  

6ｍ 
以上 

6ｍ以上 

2ｍ 
4ｍ 

1ｍ 
以上 

2 項道路 

（対面側が全域後退済みの場合） 

附属車庫 
≦300 ㎡ 

パターン(4) 

建築物 

6ｍ 

以上 
6ｍ以上 

附属車庫 
 

4ｍ以上 

1ｍ 
以上 

（対面側が未後退の場合） 

パターン(5) 

5ｍ以上 

建築物  

1ｍ 

以上 

パターン(3) 

4ｍ以上 

建築物  

1ｍ 

以上 

2ｍ 

空地 
道路状に整備 

空地 
道路状に整備 

△：自動車用の敷地からの出口 ▲：建築物の自動車用の出口 



- 66 - 
 

  第 3 項は、2 以上の道路に接している敷地で、附属の自動車車庫が 2 以上設けられている場合に

おける、第 2項の適用に関する補足です。自動車用の出口がそれぞれ別の道路にのみ通じ、面して

いる場合は、第 2 項の適用はそれぞれの自動車車庫ごとに適用します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  第 4 項は、自動車用の出口付近における歩行者及び車両等の安全を確保するための規定です。 

  出口とは、建築物からの自動車用の出口ですが、ここではその形態及び管理上のシャッター等の

位置にとらわれず、建築物の外壁面に沿った部分を自動車用の出口とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  なお、出口付近の建築物の外壁面が 1ｍ以上後退し、高さ 2.1ｍ以下の部分において次の図のよ

うに見通し角が有効に確保されている場合は、出口付近の外壁面以外の部分については 1ｍ以上後

退させなくてもよいものとします。また、この場合、出庫を知らせるための警報装置等で事前に歩

行者等に出庫を認識させる等、交通上の安全を確保する必要があります。 

   ※ 警報装置等とは、出庫時に点滅灯、警報装置又は反射鏡で出庫する車両があることが容易

に確認できるものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

道 

 

 

路 

シャッターの位置 

この部分で 1ｍ必要（高さが 2.1ｍを超える部分を除く。） 

1ｍ以上 

2ｍ以上 

60° 

道 

 

 

路 

※出口の車路の中心線上で道路境界

から 2ｍ以上の位置において、道路に

向かって左右 60 度、高さ 2.1ｍまでの

範囲に見通しのための空間が確保さ

れている必要があります。 

有効な見通し角 

5ｍ道路 

4ｍ道路 

建築物 

200 ㎡ 

150 ㎡ 

60° 

左図の自動車車庫の床面積は合計で

300 ㎡を超えているため、第 2 項をそ

のまま適用すると空地又は幅員 6ｍ以

上の道路が必要となりますが、敷地が

2 以上の道路に接し、かつ、それぞれ

の自動車車庫が別の道路に面している

ので、自動車車庫ごとの面積の規定に

適合すればよいことになります。 

1ｍ 
以上 

1ｍ 
以上 

△：自動車用の出口 ▲：建築物の自動車用の出口   ：自動車車庫部分 

内部で車の 
往来不可 

第 4 項における出口の位置 

 入口   

  出口の車路の中心線 

入口 

出
口
付
近 
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 （構造） 

 第 54 条 自動車車庫又は自動車修理工場の用途に供する建築物で、その用途に供する部分の床面

積の合計が 100 平方メートル以上 150 平方メートル未満のものは、主要構造部を準耐火構造とし、

又は主要構造部である柱及びはりを不燃材料で、その他の主要構造部を準不燃材料で造らなけれ

ばならない。 

 2 自動車車庫又は自動車修理工場の用途に供する建築物で、自動車を収容する部分が次の各号の

いずれかに該当するものは、耐火建築物又は 1 時間準耐火基準に適合する準耐火構造とした準耐

火建築物としなければならない。ただし、法第 68 条の 10 の規定による型式適合認定を受けた自

走式自動車車庫（駐車の用に供する部分への移動を自動車を運転して走行することにより行う形

式の自動車車庫をいう。）についてはこの限りでない。 

  （1） 1 階以外の階にあるもの 

  （2） その部分のある階の上に 2 以上の階があるもの 

  （3） その部分のある階の直上階の床面積が 100 平方メートル以上のもの 

 3 前項本文の規定は、自動車車庫又は自動車修理工場の用途に供する建築物で、自動車を収容す

る部分が次の各号に該当するときは、適用しない。 

  （1） 建築物の 1階のみに設けられているとき。 

  （2） 床面積の合計が 100 平方メートル未満であるとき。 

  （3） 主要構造部（直上階の床を含む。）が 1時間準耐火基準に適合する準耐火構造であり、自

動車を収容する部分とその他の部分とを 1 時間準耐火基準に適合する準耐火構造の壁、床

又は特定防火設備で区画しているとき。 

  (一部改正〔平成 12年条例 42 号・17 年 60 号・27 年 31 号〕) 

 

  第 2 項の規定により、耐火建築物又は 1 時間準耐火構造とした準耐火建築物としなければならな

い場合を図に示すと下記のとおりです。なお、「自動車を収容する部分」には車路も含むものとし

ます。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  図②及び③のように、自動車を収容する部分とその上の階の部分に平面的な重なりがない場合にお

いても第 2項の規定は適用されますが、次頁の図(a)(b)のように、自動車を収容する部分とその上の

階の部分に平面的な重なりがない場合で、かつ、自動車を収容する部分とその他の部分が耐火構造又

は 1 時間準耐火構造の壁若しくは防火設備により区画されている場合にあっては、適用しません。 

③ 第2項第3号に該当 

1Ｆ 

2Ｆ 
100 ㎡以上 

1 階以外にある 
自動車を収容する 
部分のある階の上に 
2 以上の階がある 

自動車を収容する 
部分がある階の 
直上階が 100 ㎡以上 

1Ｆ 

2Ｆ 

3Ｆ 

② 第2項第2号に該当 

1Ｆ 

ＢＦ 

2Ｆ 

① 第2項第1号に該当 

 ：自動車を収容する部分 
 

：左記以外の部分 
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また、次の図のように自動車を収容する部分が第 3 項各号のすべてに該当する場合、第 2 項本文

の制限はかかりません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （設備等） 

 第 55 条 自動車車庫又は自動車修理工場の構造設備は、次の各号に定めるところによらなければ

ならない。 

  （1） 床が地盤面下にある場合は、外気に通ずる適当な換気設備を設けること。 

  （2） 床及びピットは、耐水材料で造り、排水設備を設けること。 

  （3） 避難階以外の階にある場合は、自動車用通路のほか、避難階若しくは地上に通ずる直通

階段又はこれに代わる設備を設けること。 

   (一部改正〔平成 24年条例 18 号〕) 

 

  第 1号では、床が地盤面下にある場合、自動車の排気ガスの滞留等による危険が予想されるため、

外気に直接通じる換気設備を設置することを規定しています。 

  第 2 号は、洗車、修理等の際の汚水、廃油等が地下に浸透し地下水が汚染されることを防止する

ための規定です。汚水の地下への浸透を防ぐため床を耐水材料で造るとともに、排水設備を設置す

る際に、これらの汚水が流末下水道を汚染することを防ぐため、次の設置場所にはオイルトラップ

等も設置する必要があります。 

  ・ガソリン給油所、給油場 

  ・ガソリンを貯蔵しているガレージ 

  ・可燃性溶剤、揮発性の液体を製造又は使用する工場、事業場 

  ・その他自動車整備工場等機械油の流出する事業場 

 

  なお、汚水及び廃油が生じないことが明らかな場合その他これに類する場合には、排水設備を設

置しないことができます。 

(a) 

1Ｆ 

2Ｆ 
100㎡以上 

1Ｆ 

2Ｆ 

3Ｆ 

(b) 

耐火構造又は準耐火構造(1 時間)の壁若しくは防火設備 

 ：自動車を収容する部分 

 
：上記以外の部分 

 ：自動車を収容する部分 

 
：上記以外の部分 

自動車を収容する部分 
（1）1Ｆのみに設置 
（2）床面積の合計が 100 ㎡未満 
（3）① 主要構造部（直上の床を含む）が 1 時間準 

耐火構造 
② その他の部分と 1 時間準耐火構造の壁、床 
又は特定防火設備で区画 

 

1F 

2F 
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  また、「ピット」とは、次の図のように自動車修理工場の作業場内に設ける自動車の下部の修理

を行うための作業空間のことです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3 号では、自動車車庫等が避難階以外にある場合の避難階若しくは地上への避難経路を車路以外

に確保することを規定しています。なお、これに代わる施設とは、第 23条と同様です。 

 

 

 （他の用途に供する部分との区画） 

 第 56 条 自動車車庫又は自動車修理工場の用途に供する部分と他の用途に供する部分との区画に

ついては、次の各号に定めるところによらなければならない。 

  （1） 第 54 条第 2項本文の規定により耐火建築物又は 1 時間準耐火基準に適合する準耐火構造

とした準耐火建築物としなければならないものにあっては、界壁を 1 時間準耐火基準に適

合する準耐火構造とし、その開口部には特定防火設備を設け、その他のものにあっては、

界壁を準耐火構造とし、その開口部には法第 2 条第 9 号の 2ロに規定する防火設備を設け

ること。 

   (2) 床及び天井には、特殊な用途に供するものでやむを得ないもののほか、開口部を設けない

こと。 

    （3） 自動車車庫又は自動車修理工場の用途に供する部分以外のために設ける避難用の出口は、

自動車車庫又は自動車修理工場の内部に設けないこと。 

  (一部改正〔平成 12 年条例 42 号・17 年 60 号・27 年 31 号〕) 
 

  本条は、自動車車庫又は自動車修理工場と他の用途に供する部分とを区画することにより、他の用

途の部分への安全性を確保するための規定です。 

 

第 1 号は、自動車車庫又は自動車修理工場の用途に供する部分と他の用途に供する部分との区画

についての規定です。 

① 第 54条第 2 項により 1時間準耐火建築物としなければならない場合 

  ⇒ 界壁を1時間準耐火構造とし、界壁の開口部は特定防火設備を設置する必要があります。なお、

特定防火設備は政令第 112 条第 19 項の規定に適合させることが望ましいです。 

 ② 上記以外の場合 

  ⇒ 界壁を準耐火構造とし、界壁の開口部には法第 2 条第 9号の 2 ロに規定する防火設備を設置

する必要があります。 

床面 
ピット 

自動車修理工場等 
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  第 2 号は、縦方向の開口をなくし、急激な火災の拡大を防止することを目的としています。 

 

  第 3 号は、複合用途の建築物において、自動車車庫等以外の用途に供する部分の避難経路が自動

車車庫等を経由しないようにすることで、避難経路の安全を確保することを目的としています。 

  次の図のように「車路部分」も経由できませんので注意してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、ピロティ形状のような開放性の高い車庫等のうち、通行の用に供するもので駐車スペースと

ならない部分については、経由することも可能とします。

1Ｆ 

2Ｆ 

界壁  ①の場合：1 時間準耐火構造・特定防火設備 

    ②の場合：45 分準耐火構造・防火設備 

自動車車庫又は自動車修理工場

の用途に供する部分 

車庫等の部分 

そ の 他 の

用 途 に 供

する部分 

道路 

：その他の用途に供する部分の避難用の出口 

※「避難用の出口」とは法律及び本条例の規定に

よって設置する利用者用の屋外への出口を示し

ています。 
第 3 号の規定は、任意に設置する出口又はそれ

に通じるその他の用途に供する部分からの通路

等の設置を規制するものではありません。 
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第 6 章 昇降機 

 

 （エレベーターの機械室） 

第 57 条 エレベーターの機械室の構造は、次の各号に定めるところによらなければならない。 

  （1）照明設備を設けること。 

  （2）非常用エレベーターの機械室とその他のエレベーターの機械室を耐火構造の壁で区画す

ること。 

 

第 1 号の照明設備とは、保守点検に必要な照度が確保できる照明灯であり、コンセントのみで

は照明設備とは言えません。 

第 2 号は、非常用エレベーターの機械室を防火区画することで、火災等の災害時においても、

非常用エレベーターが有効に機能することを目的としています。 

 

 （エレベーターのピット） 

 第 58 条 エレベーターのピットには、保守点検に必要な照明設備又は照明用コンセント設備を

設け、かつ、当該ピットの深さが 1.5 メートルを超える場合は、タラップその他これに類する

ものを設けなければならない。 

  (一部改正〔平成 24 年条例 18 号〕) 
 

  本条では、エレベーターの下部及びピット内の機器の保守点検に必要な照明設備又は照明用コ

ンセントのいずれかの設置を規定しています。 

タラップその他これに類するものには、固定式はしご等の容易に昇降可能なものが該当し、ピ

ット底への出入りが困難なものや、かごや機械と接触するおそれのあるものは該当しません。 

    

 （小荷物専用昇降機の機械室） 

 第 59 条 小荷物専用昇降機の機械室には、専用の点検口及び保守点検に必要な照明設備又は照

明用コンセント設備を設けなければならない。 

  (一部改正〔平成 12年条例 42 号・24 年 18 号〕) 

 

  専用の点検口の大きさは、原則として幅 60 ㎝以上、高さ 60 ㎝以上としてください。また、鍵

を付け、保守点検時以外には開かないようにしてください。 
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第 6 章の 2 都市計画区域以外の区域内の建築物に係る制限 

 (追加〔平成 17 年条例 139 号〕) 
 

（適用区域） 

 第 59 条の 2 この章の規定は、都市計画区域以外の区域内に限り、適用する。 

  (追加〔平成 17 年条例 139 号〕) 
 

  本条では、この章における、適用範囲を定めています。この章は法第 68 条の 9 第 1 項の規定に

よる都市計画区域外の建築物に適用される規定です。 

 

 （敷地と道路との関係） 

 第 59 条の 3 建築物の敷地は、道路に 2 メートル以上接しなければならない。 

2 前項の規定は、次の各号のいずれかに該当する建築物については、適用しない。 

(1) その敷地が幅員 4 メートル以上の道（道路に該当するものを除き、建築基準法施行規

則（昭和 25 年建設省令第 40号。以下「省令」という。）第 10条の 3 第 1項の基準に適

合するものに限る。）に 2 メートル以上接する建築物のうち、同条第 3 項の基準に適合

するもので、市長が交通上、安全上、防火上及び衛生上支障がないと認めるもの 

(2) その敷地の周囲に広い空地を有する建築物その他の省令第 10条の 3第 4項の基準に適

合する建築物で、市長が交通上、安全上、防火上及び衛生上支障がないと認めて建築審

査会の同意を得て許可したもの 

  (追加〔平成 17 年条例 139 号〕、一部改正〔平成 31 年条例 20 号〕) 
 

  都市計画区域以外の建築物の敷地における接道規定です。なお、大規模建築物や特殊建築物の場

合にあっては、2ｍを超える接道長さ、道路に出るまでの敷地内の通路幅、前面空地等が条例で附

加されているものもありますので注意してください。 

本条における「道路」とは、法第 42 条第 1 項各号に定めるもののうち、自動車のみの交通の用

に供するものを除いたものです。また、神奈川県建築基準条例第 3 章の 3の規定が適用されるに至

った際（平成 7 年 4 月 1日）現に建ち並んでいる幅員 4ｍ未満 1.8ｍ以上の道は、法第 42条第 2 項

による道とします。 

 

 （道路内の建築制限） 

 第 59 条の 4 建築物又は敷地を造成するための擁壁は、道路内に、又は道路に突き出して建築

し、又は築造してはならない。ただし、次の各号のいずれかに該当する建築物については、

この限りでない。 

  （1） 地盤面下に設ける建築物 

  （2） 公衆便所、巡査派出所その他これらに類する公益上必要な建築物で市長が通行上支障

がないと認めて建築審査会の同意を得て許可したもの 

  （3） 公共用歩廊その他市長が別に定める建築物で市長が安全上、防火上及び衛生上他の建

築物の利便を妨げ、その他周囲の環境を害するおそれがないと認めて建築審査会の同意

を得て許可したもの 
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  (追加〔平成 17 年条例 139 号〕) 
 

  都市計画区域外においても､法第 44 条と同様に道路内の建築を制限しています。また、ただし書

についても法と同様の規定としています。 

  第 3 号に規定する市長が別に定める建築物は、市規則第 14条の 2 に規定しています。 

 

 市規則 

(道路内に建築することができる建築物に関する基準等) 

第 14 条の 2 建築基準条例第 59 条の 4 第 3 号の規定により市長が定める建築物は、道路の上空

に設けられる渡り廊下その他の通行又は運搬の用途に供する建築物で、次の各号のいずれかに

該当するものであり、かつ、主要構造部が耐火構造であり、又は不燃材料で造られている建築

物に設けられるもの、高架の道路の路面下に設けられる建築物並びに自動車のみの交通の用に

供する道路に設けられる建築物である休憩所、給油所及び自動車修理所とする。 

(1) 学校、病院、老人ホームその他これらに類する用途に供する建築物に設けられるもので、

生徒、患者、老人等の通行の危険を防止するために必要なもの 

(2) 建築物の 5 階以上の階に設けられるもので、その建築物の避難施設として必要なもの 

(3) 多数人の通行又は多量の物品の運搬の用途に供するもので、道路の交通の緩和に寄与する

もの 

2 前項の建築物のうち、道路の上空に設けられるものの構造は、次に定めるところによらなけ

ればならない。 

(1) 構造耐力上主要な部分は、鉄骨造、鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コンクリート造とし、

その他の部分は、不燃材料で造ること。 

(2) 屋外に面する部分には、ガラス(網入りガラスを除く。)、瓦かわら、タイル、コンクリートブ

ロック、飾石、テラコッタその他これらに類する材料を用いないこと。ただし、これらの材

料が道路上に落下するおそれがない部分については、この限りでない。 

(3) 道路の上空に設けられる建築物が渡り廊下その他の通行又は運搬の用途に供する建築物で

ある場合においては、その側面には、床面からの高さが 1.5 メートル以上の壁を設け、その

壁の床面からの高さが 1.5 メートル以下の部分に開口部を設けるときは、これにはめごろし

戸を設けること。 

(平 18 規則 40・追加) 

 

 （私道の変更又は廃止の制限） 

 第 59 条の 5 私道の変更又は廃止によって、その道路に接する敷地が第 7 条、第 8 条、第 20 条、

第 33 条、第 39 条、第 53 条第 1項から第 3 項まで及び第 59条の 3 の規定に抵触することとな

る場合においては、市長は、その私道の変更又は廃止を禁止し、又は制限することができる。 

 2 市長は、前項の措置を命じようとする場合においては、あらかじめ、その措置を命じようと

する者に対して、その命じようとする措置及びその事由並びに意見書の提出先及び提出期限を

記載した通知書を交付して、その措置を命じようとする者又はその代理人に意見書及び自己に

有利な証拠を提出する機会を与えなければならない。 

 3 前項の通知書の交付を受けた者は、その交付を受けた日から 3 日以内に、市長に対して、意
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見書の提出に代えて公開による意見の聴取を行うことを請求することができる。 

 4 市長は、前項の規定による意見の聴取の請求があった場合においては、第 1 項の措置を命じ

ようとする者又はその代理人の出頭を求めて、公開による意見の聴取を行わなければならない。 

 5 市長は、前項の規定による意見の聴取を行う場合においては、第 1 項の規定によって命じよ

うとする措置並びに意見の聴取の期日及び場所を、期日の 2日前までに、前項に規定する者に

通知するとともに、これを公告しなければならない。 

 6 第 4 項に規定する者は、意見の聴取に際して、証人を出席させ、かつ、自己に有利な証拠を

提出することができる。 

 7 第 1項の規定による命令については、相模原市行政手続条例（平成 9年相模原市条例第 13 号）

第 3 章（第 12 条及び第 14 条を除く。）の規定は、適用しない。 

  (追加〔平成 17年条例 139 号〕) 

 

  本条は、都市計画区域内における法第 45 条の規定と同様に、私道の変更又は廃止の制限につい

て定めたものです。 

 

 （容積率） 

 第 59 条の 6 建築物の容積率は、10分の 10 以下でなければならない。 

 2 次の各号のいずれかに該当する建築物で、市長が交通上、安全上、防火上及び衛生上支障が

ないと認めて建築審査会の同意を得て許可したものの容積率は、前項の規定にかかわらず、そ

の許可の範囲内において、同項の規定による限度を超えるものとすることができる。 

  （1） 同一敷地内の建築物の機械室その他これに類する部分の床面積の合計の建築物の延べ

面積に対する割合が著しく大きい場合におけるその敷地内の建築物 

  （2） 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成 18 年法律第 91 号）第

24 条の規定により、国土交通大臣が定める基準に適合する建築物 

  （3） その敷地の周囲に広い公園、広場、道路その他の空地を有する建築物 

   (4)  建築物のエネルギー消費性能の向上のため必要な外壁に関する工事その他の屋外に面

する建築物の部分に関する工事を行う建築物で構造上やむを得ないものとして市長が

別に定めるもの 

  (追加〔平成 17 年条例 139 号〕、一部改正〔平成 18年条例 52 号・27 年 31 号・令和 5年 38 号〕) 

  

  本条は、容積率に関する規定を定めたものです。 

  第 1 項では、都市計画区域外における建築物の容積率を原則 100％以下と定めています。 

  第 2 項は、容積率に関する許可による特例の規定です。第 2 号は、高齢者、障害者等の移動等の

円滑化の促進に関する法律（バリアフリー法）第 24 条において、国土交通大臣の定める基準（平

成 18年 12 月 15 日国土交通省告示第 1481 号）に適合する建築物を法第 52条第 14 項に規定する建

築物とみなしていることから、同様の規定を設けたものです。第 4 号に規定する市長が別に定める

ものは、市規則第 14 条の 3 に規定しています。 

  なお、法第 52 条第 3 項（住宅地下室にかかる緩和）及び第 6 項（共同住宅の共用廊下等の部分

にかかる緩和）については、法第 68 条の 9 に基づく条例の容積率規定に対しても適用となること

が法第 52条第 3 項に明示されているため、本規定においても同様の緩和が適用できます。 
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 （建蔽率） 

 第 59 条の 7 建築物の建蔽率は、10分の 5 を超えてはならない。 

 2 前項の規定は、街区の角にある敷地又はこれに準ずる敷地で市長が指定するものの内にある

建築物については、同項に定める数値に、10分の 1 を加えたものをもって同項に定める数値と

して適用するものとする。 

3 建築物のエネルギー消費性能の向上のため必要な外壁に関する工事その他の屋外に面する建

築物の部分に関する工事を行う建築物で構造上やむを得ないものとして市長が別に定めるも

のであって、市長が安全上、防火上及び衛生上支障がないと認めて建築審査会の同意を得て許

可したものの建蔽率は、前 2 項の規定にかかわらず、その許可の範囲内において、これらの規

定による限度を超えるものとすることができる。 

 4 前 3項の規定は、次の各号のいずれかに該当する建築物については、適用しない。 

  （1） 公衆便所、巡査派出所、公共用歩廊その他これらに類するもの 

  （2） 公園、広場、道路、川その他これらに類するものの内にある建築物で市長が安全上、

防火上及び衛生上支障がないと認めて建築審査会の同意を得て許可したもの 

  (追加〔平成 17年条例 139 号〕、一部改正〔平成 30年条例 6号・令和 5年 38 号〕) 

 

  本条は、建蔽率に関する規定を定めたものです。 

  第 1 項では、都市計画区域外における建築物の建蔽率を原則 50％以下と定めています。 

  第 2 項は、いわゆる角地緩和に関する規定です。市長が指定するものは、法第 53 条第 3 項第 2

号と同じく市規則第 14条の 4 に規定しています。 

  第 3 項及び第 4項は、建蔽率に関する特例の規定です。 

  第 3 項に規定する市長が別に定めるものは、市規則第 14 条の 5に規定しています。 

 

 （建築物の高さの限度） 

 第 59 条の 8 建築物の高さ（階段室、昇降機塔、装飾塔、物見塔、屋窓その他これらに類する建

築物の屋上部分の水平投影面積の合計が当該建築物の建築面積の8分の1以内の場合において

は、その部分の高さは、12 メートルまでは、当該建築物の高さに算入しない。次条第 1項にお

いて同じ。）は、10メートルを超えてはならない。 

2 再生可能エネルギー源の利用に資する設備の設置のため必要な屋根に関する工事その他の屋

外に面する建築物の部分に関する工事を行う建築物で構造上やむを得ないものとして市長が

別に定めるものであって、市長が良好な住居の環境を害するおそれがないと認めて建築審査会

の同意を得て許可したものの高さは、前項の規定にかかわらず、その許可の範囲内において、

同項の規定による限度を超えるものとすることができる。 

 3 第 1項の規定は、次の各号のいずれかに該当する建築物については、適用しない。 

  （1） その敷地の周囲に広い公園、広場、道路その他の空地を有する建築物であって、良好

な住居の環境を害するおそれがないと認めて市長が建築審査会の同意を得て許可した

もの 

  （2） 学校その他の建築物であって、その用途によってやむを得ないと認めて市長が建築審

査会の同意を得て許可したもの 

  (追加〔平成 17年条例 139 号〕、一部改正〔令和 5 年条例 38 号〕) 
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  本条では、法第 55条と同様に、建築物の高さの限度について定めています。 

  第 1 項は、建築物の最高高さを原則として 10ｍ以下と規定しています。なお、かっこ書きにより、

建築面積の 8 分の 1以下の階段室等については 12ｍまで高さに不算入とすることができます。 

  第 2 項及び第 3項は、高さに関する特例許可の規定です。 

  第 2 項に規定する市長が別に定めるものは、市規則第 14 条の 6に規定しています。 

 

 （建築物の各部分の高さ） 

 第 59 条の 9 建築物の各部分の高さは、前面道路の路面の中心からの高さとし、前面道路の反対

側の境界線からの水平距離が 20 メートル以下の範囲内においては、当該部分から前面道路の

反対側の境界線までの水平距離に 1.5 を乗じて得た数値以下としなければならない。 

 2 前面道路の境界線から後退した建築物に対する前項の規定の適用については、同項中「前面

道路の反対側の境界線」とあるのは、「前面道路の反対側の境界線から当該建築物の後退距離

（当該建築物（地盤面下の部分その他市長が別に定める部分を除く。）から前面道路の境界線

までの水平距離のうち最小のものいう。）に相当する距離だけ外側の線」とする。 

 3 建築物の敷地が 2 以上の道路に接し、又は公園、広場、川若しくは湖その他これらに類する

ものに接する場合、建築物の敷地とこれに接する道路若しくは隣地との高低の差が著しい場合

その他特別の事情がある場合における前 2 項の規定の適用の緩和に関する措置は、別に市長が

定める。 

  (追加〔平成 17年条例 139 号〕) 

 

  本条では、法第 56条の規定に準じ、建築物の道路斜線制限による高さの規定を定めています。 

  第 1 項は、道路斜線制限の適用距離・斜線勾配の規定です。 

  第 2 項は、道路斜線制限にかかる後退緩和の規定です。「その他市長が別に定める部分」につい

ては、市規則第 15条第 2項に規定しています。 

  第 3 項は、その他の緩和措置についての規定で、「別に市長が定める」措置については、市規則

第 15条の 2 から第 15 条の 5 に規定しています。 

 

 （日影による中高層の建築物の高さの制限） 

 第 59 条の 10 高さ（階段室、昇降機塔、装飾塔、物見塔、屋窓その他これらに類する建築物の

屋上部分の水平投影面積の合計が当該建築物の建築面積の 8 分の 1 以内の場合においては、

その部分の高さは、5 メートルまでは、当該建築物の高さに算入しない。）が 10 メートルを

超える建築物は、冬至日の真太陽時による午前 8時から午後 4 時までの間において、平均地

盤面からの高さ（当該建築物が周囲の地面と接する位置の平均の高さにおける水平面からの

高さをいう。）が 4 メートルの水平面（当該建築物の敷地内の部分を除く。）に、敷地境界線

からの水平距離が、5 メートルを超え 10 メートル以内の範囲において 4 時間以上、10 メー

トルを超える範囲において2.5時間以上日影となる部分を生じさせることのないものとしな

ければならない。ただし、市長が土地の状況等により周囲の居住環境を害するおそれがない

と認めて建築審査会の同意を得て許可した場合又はその許可を受けた建築物を政令第135条

の 12 第 1 項及び第 2 項で定める位置及び規模の範囲内において増築し、改築し、若しくは

移転する場合においては、この限りでない。 
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 2 同一の敷地内に 2 以上の建築物がある場合においては、これらの建築物を一の建築物とみな

して、前項の規定を適用する。 

 3 建築物の敷地が道路、川又は湖その他これらに類するものに接する場合、建築物の敷地とこ

れに接する隣地との高低差が著しい場合その他これらに類する特別の事情がある場合におけ

る第 1項本文の規定の適用の緩和に関する措置は、別に市長が定める。 

  (追加〔平成 17年条例 139 号〕、一部改正〔平成 31年条例 20 号〕) 

 

  本条は、いわゆる日影規制について規定したものです。 

  第 1 項では、対象となる建築物、制限の内容、平均地盤面を定めています。 

  第 2 項では、本制限が敷地単位の制限であることを定めています。 

  第 3 項は、建築物の敷地に特別の事情がある場合等についての緩和の規定であり、「別に市長が

定める」措置については、市規則第 17条に規定しています。 

 

 （高架の工作物内に設ける建築物等に対する高さの制限の緩和） 

 第 59 条の 11 高架の工作物内に設ける建築物で市長が周囲の状況により交通上、安全上、防火

上及び衛生上支障がないと認めるものについては、前 3条の規定は、適用しない。 

 2 道路内にある建築物（高架の道路の路面下に設けるものを除く。）については、第 59 条の 9

第 1 項及び第 2項の規定は、適用しない。 

  (追加〔平成 17年条例 139 号〕) 

 

  本条では、高架の工作物内に設ける建築物等に対する高さ制限の緩和について、法第 57 条の規

定に準じて定めています。 

 

 （一定の複数建築物に対する制限の特例） 

 第 59 条の 12 一団地（その内に第 4 項の規定により現に公告されている他の対象区域があると

きは、当該他の対象区域の全部を含むものに限る。）内に 2 以上の構えを成す建築物で総合的

設計によって建築、大規模の修繕又は大規模の模様替(以下この条において「建築等」という。)

をするものについて、市長が別に定めるところにより、市長がその各建築物の位置及び構造が

安全上、防火上及び衛生上支障がないと認めるときは、当該各建築物に対する第 59条の 3、第

59 条の 6、第 59 条の 7、第 59 条の 9 又は第 59 条の 10 の規定（次項において「特例対象規定」

という。）の適用については、これらの建築物は、同一敷地内にあるものとみなす。 

 2 一定の一団の土地の区域（その内に第 4 項の規定により現に公告されている他の対象区域が

あるときは、当該他の対象区域の全部を含むものに限る。）内に現に存する建築物の位置及び

構造を前提として、安全上、防火上及び衛生上必要な市長が別に定める基準に従い総合的見地

からした設計によって当該区域内において建築物の建築等をする場合において、市長が別に定

めるところにより、市長がその位置及び構造が安全上、防火上及び衛生上支障がないと認める

ときは、当該区域内における各建築物に対する特例対象規定の適用については、これらの建築

物は同一敷地内にあるものとみなす。 

 3 第 1 項又は前項の規定による認定を申請する者は、市長が別に定めるところにより、対象区

域（第 1 項の一団地又は前項の一定の一団の土地の区域をいう。以下同じ。）内の各建築物の
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位置及び構造に関する計画を策定して提出するとともに、その者以外に当該対象区域の内にあ

る土地について所有権又は借地権を有する者があるときは、当該計画について、あらかじめ、

これらの者の同意を得なければならない。 

 4 市長は、第 1 項又は第 2 項の規定による認定をしたときは、遅滞なく、当該認定に係る前項

の計画に関して、対象区域その他市長が別に定める事項を公告するとともに、対象区域、各建

築物の位置その他市長が別に定める事項を表示した図書を市長が別に定めるところにより、一

般の縦覧に供さなければならない。 

 5 第 1項又は第 2 項の規定による認定は、前項の規定による公告によって、その効力を生ずる。 

 6 第 4項の規定により公告された対象区域（以下「公告対象区域」という。）の全部を含む土地

の区域内の各建築物の位置及び構造について第1項又は第2項の規定による認定の申請があっ

た場合において、市長が当該申請に係る第 1項又は第 2項の規定による認定（以下この項にお

いて「新規認定」という。）をしたときは、当該公告対象区域内の各建築物の位置及び構造に

ついての第 1 項若しくは第 2 項又は次条第 1項の規定による従前の認定は、新規認定に係る第

4 項の規定による公告があった日から将来に向かって、その効力を失う。 

  (追加〔平成 17年条例 139 号〕、一部改正〔令和 5 年条例 38 号〕) 

 

 （公告対象区域内における建築物の位置及び構造の認定） 

 第 59 条の 13 公告対象区域内において、前条第 1 項又は第 2 項の規定により同一敷地内にある

ものとみなされる建築物（以下「同一敷地内建築物」という。）以外の建築物を新築し、又は

同一敷地内建築物について増築、改築、移転、大規模の修繕若しくは大規模の模様替(位置又

は構造の変更を伴うものに限る。以下この項において「増築等」という。)をしようとする者

は、市長が別に定めるところにより、当該新築又は増築等に係る建築物の位置及び構造が当該

公告対象区域内の他の同一敷地内建築物の位置及び構造との関係において安全上、防火上及び

衛生上支障がない旨の市長の認定を受けなければならない。 

 2 市長は、前項の認定をしたときは、遅滞なく、市長が別に定めるところにより、その旨を公

告するとともに、前条第4項の図書の表示する事項について所要の変更をしなければならない。 

 3 前条第 5項の規定は、第 1項の認定について準用する。 

 4 前条第 1 項又は第 2 項の規定は、公告対象区域内の第 1 項の規定による認定を受けた建築物

及び当該建築物以外の当該公告対象区域内の建築物について準用する。 

 5 公告対象区域内に第 1 項の規定による認定を受けた建築物がある場合における同項の規定の

適用については、当該建築物を同一敷地内建築物とみなす。 

  (追加〔平成 17年条例 139 号〕、一部改正〔令和 5 年条例 38 号〕) 

 

 （一定の複数建築物の認定の取消し） 

 第 59 条の 14 公告対象区域内の土地について所有権又は借地権を有する者は、その全員の合意

により、当該公告対象区域内の建築物に係る第 59 条の 12 第 1 項若しくは第 2 項又は前条第 1

項の規定による認定の取消しを市長に申請することができる。 

 2 前項の規定による申請を受けた市長は、当該申請に係る公告対象区域内の各建築物の位置及

び構造が安全上、防火上及び衛生上支障がないと認めるときは、当該申請に係る認定を取り消

すものとする。 



 - 79 - 

 3 市長は、前項の規定による取消しをしたときは、遅滞なく、市長が別に定めるところにより、

その旨を公告しなければならない。 

 4 第 2項の規定による取消しは、前項の規定による公告によって、その効力を生ずる。 

 5 前 2 項に定めるもののほか、第 2 項の規定による認定の取消しについて必要な事項は、市長

が別に定める。 

  (追加〔平成 17年条例 139 号〕) 

 

  第 59 条の 12 から第 59 条の 14 までは、一の敷地とみなすこと等による第 59条の 3（敷地と道路

の関係）、第 59条の 6（容積率）、第 59条の 7（建蔽率）、第 59条の 9（建築物の各部分の高さ）、

第 59 条の 10（日影による中高層の建築物の高さ規制）の各適用について、都市計画区域内におけ

る法第 86条、第 86 条の 2 及び第 86 条の 5の規定による特例と同様の規定を設けたものです。 

なお、「市長が別に定める」事項は、市規則第 24条の 2 から第 24 条の 7 に規定しています。 
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第 6 章の 3 道に関する基準 

 (追加〔平成 27 年条例 31 号〕) 

 

（道に関する基準） 

第 59 条の 15 政令第 144 条の 4 第 2項の規定により定める基準の適用区域は、相模原市全域とす

る。 

２ 政令第 144 条の 4第 2 項の規定により定める基準は、次に掲げるものとする。ただし、市長が

周囲の状況によりやむを得ないと認めた場合は、この限りでない。 

(1) 幅員は、4.5 メートル以上であること。 

(2) 道が同一平面で交差し、若しくは接続し、又は屈折する箇所（交差、接続又は屈折により生

ずる内角が 120 度以上の場合を除く。）は、角地の隅角をはさむ辺を二等辺とする底辺 3メー

トル以上の三角形の部分を道に含むすみ切りを設けたものであること。 

(3) 縦断勾配は、9 パーセント以下であること。 

 (追加〔平成 27 年条例 31 号〕) 

 

  本章は、政令第 144 条の 4第 2項の規定に基づき、同条第 1項各号に掲げる基準と異なる基準を

定めたものです。 

  第 1 項では相模原市全域を適用区域と定め、第 2 項では具体的な位置指定道路の指定基準を示し

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  なお、指定道路敷内に電柱や塀等の工作物がある場合は、それらを除いた部分で幅員 4.5 メート

ル以上を確保する必要があります。 

 

 

 

幅員 
4.5ｍ以上 

すみ切り 
3.0ｍ以上 

縦断勾配 
9％以下 
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第 7 章 雑則 

 

 （適用の除外） 

 第 59 条の 16 第 7 条、第 8 条、第 20 条、第 33 条、第 39 条及び第 53 条第 1 項から第 3項まで

の規定は、次に掲げる区域内においては、適用しない。ただし、都市計画区域内においては、

この限りでない。 

（1） 自然公園法（昭和 32 年法律第 161 号）第 20 条第 1 項の規定により特別地域に指定された

区域 

（2） 神奈川県立自然公園条例（昭和 34年神奈川県条例第 6号）第 18 条第 1 項の規定により特

別地域に指定された区域 

（3） 自然環境保全条例（昭和 47 年神奈川県条例第 52号）第 6 条第 1項の規定により特別地区

に指定された区域 

 2 第 6章の 2 の規定は、前項各号に掲げる区域内においては、適用しない。 

  (追加〔平成 17年条例 139 号〕、一部改正〔平成 22年条例 18 号・23 年 19 号・27 年 31 号〕) 

 

  第 1 項では、都市計画区域外の区域のうち、自然公園法又は神奈川県立自然公園条例、自然環境

保全条例の規定により特別地域等に指定された区域内においては、敷地と道路との関係に係る規定

を適用しないと定めています。 

  第 2 項では、第 1項に掲げる区域内においては、第 6章の 2 の規定（都市計画区域外の建築物に

係る制限）を適用しないと定めています。 

 

 （一の敷地とみなすこと等による制限の緩和） 

 第 60 条 法第 86 条第 1 項から第 4 項まで又は法第 86 条の 2 第 1 項から第 3 項までの規定によ

る認定又は許可を受けた建築物については、第 7 条、第 8 条、第 20 条、第 24 条、第 26 条、

第 33 条、第 39 条及び第 53 条の規定は、適用しない。 

 2 法第 86 条の 4 第 1 項各号のいずれかに該当する建築物について第 27 条第 1 項若しくは第 2

項、第 29 条、第 49 条第 4 項又は第 54 条第 2 項本文の規定を適用する場合においては、法第

86 条の 4 第 1 項第 1 号イに該当する建築物は耐火建築物と、同号ロに該当する建築物は準耐

火建築物とみなす。 

  (一部改正〔平成 12年条例 42 号・14 年 57 号・17 年 60 号・31 年 20 号〕) 

 

  第 1 項では、一団地の認定等を受けることにより適用除外となる規定を列記しています。 

第 2 項は、法第 86 条の 4 第 1 項各号に該当する建築物に対し、延焼の恐れがある部分の開口部

が防火設備でなくても、耐火建築物等とみなすことで条例のいくつかの制限を緩和する規定です。 

 

 （仮設興行場等に対する制限の緩和） 

 第 61 条 市長が法第 85 条第 6 項又は第 7 項の規定に基づき許可した仮設興行場等については、

第 5 条から第 8 条まで、第 25 条、第 28 条、第 33 条、第 5 章第 7 節、第 54 条から第 56 条ま

で及び第 6章の 2 の規定は、適用しない。 

  (一部改正〔平成 17年条例 60 号・27 年 31 号・31 年 20 号・令和 4 年 20 号〕) 
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  本条は、仮設興行場等に対し、安全上、防火上、衛生上支障がないと認めたものについては条例

の制限を緩和するための規定です。 

 

 （既存建築物に対する制限の緩和） 

 第 62 条 法第 3 条第 2 項の規定により、第 7 条、第 8 条、第 22 条、第 24 条、第 29 条、第 30

条、第 33 条から第 35 条まで、第 39条から第 47条まで、第 51 条又は第 54 条の規定の適用を

受けない建築物に係る当該建築物の主たる用途に供する部分以外の部分で、その床面積の合計

が 50平方メートル以内の増築又は改築については、これらの規定は、適用しない。 

 2 法第 3 条第 2 項の規定により、第 7 条、第 8 条、第 19 条、第 21 条、第 24 条、第 26 条、第

29 条、第 33 条から第 35 条まで、第 37条から第 40 条まで、第 49条、第 53 条又は第 54 条の

規定の適用を受けない建築物に係る増築又は改築について、市長が安全上若しくは防火上の危

険の度若しくは衛生上の有害の度が低くなると認め、又は特別の事情によりやむを得ないと認

めて許可した場合には、これらの規定は、適用しない。 

 3 法第 3 条第 2 項の規定により、第 7 条、第 8 条、第 19 条、第 21 条、第 22 条、第 24 条、第

26 条、第 29 条、第 30 条、第 33 条から第 35 条まで、第 37条から第 47条まで、第 49 条、第

51 条、第 53 条、第 54 条又は第 59 条の 6 の規定の適用を受けない建築物に係る大規模の修繕

又は大規模の模様替については、これらの規定は、適用しない。 

 4 法第 3 条第 2 項の規定により、第 13 条第 1 項、第 14 条第 1 項、第 18 条又は第 59 条の 8 か

ら第 59 条の 10 までの規定の適用を受けない建築物、建築物の敷地又は建築物若しくはその敷

地の部分に係る増築又は改築については、当該増築又は改築をする部分以外の部分に対して、

これらの規定は、適用しない。 

 5 法第 3 条第 2 項(法第 86 条の 9 第 1 項において準用する場合を含む。)の規定により、第 59

条の 6の規定の適用を受けない建築物に係る建築(政令第 137条の 8各号に定める範囲内の増

築又は改築及び建築物の用途を変更しない建築で、建築後における延べ面積が政令第 137 条

に規定する基準時(以下「基準時」という。)における当該延べ面積を超えないものに限る。)

については、第 59条の 6の規定は、適用しない。 

 6 法第 3 条第 2 項(法第 86 条の 9 第 1 項において準用する場合を含む。)の規定により、第 59

条の 7の規定の適用を受けない建築物に係る建築(建築物の用途を変更しない建築で、建築後

における建築面積が基準時における当該建築面積を超えないものに限る。)については、同条

の規定は、適用しない。 

 7 法第 3 条第 2 項(法第 86 条の 9 第 1 項において準用する場合に限る。)の規定により、第 59

条の 9 の規定の適用を受けない建築物、建築物の敷地又は建築物若しくはその敷地の部分に

係る増築又は改築については、当該増築又は改築をする部分以外の部分に対して、同条の規 

定は、適用しない。 

(一部改正〔平成 18年条例 23 号・24 年 18 号〕) 

 

本条は、現行の条例の規定に適合していないけれども、法第 3 条第 2項により既存不適格となる

建築物に対する緩和規定です。 

第 1 項が適用されるのは、「当該建築物の主たる用途に供する部分以外の部分」の 50 ㎡以内の増

改築となりますので注意してください。「主たる用途に供する部分以外の部分」とは、駐輪場、倉
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庫、渡り廊下、学校の給食室等です。 

 

    例）小学校の給食室の増築 

 

 

 

 

 

 （階避難安全性能を有する建築物の階に対する制限の緩和） 

 第 63 条  政令第 129 条第 2 項に規定する階避難安全性能を有する建築物の階については、第

22 条（児童福祉施設等を除く。）、第 30 条第 1 項、第 37 条第 1 項（屋内通路の幅の規定に限

る。）、第 44 条（第 4 項第 2 号の規定を除く。）及び第 47 条第 2 項から第 4 項までの規定は、

適用しない。 

  (追加〔平成 12年条例 42 号〕、一部改正〔平成 28年条例 39 号〕) 

 

  本条の適用対象となるのは、以下の全ての条件に該当するものです。 

  ・ 主要構造部が準耐火構造であるか、又は不燃材料で造られた建築物の階 

・ その階が、政令第 129 条第 2 項に規定する階避難安全性能を有することを、政令第 129 条第

3 項に規定する階避難安全検証法によって確かめられたもの又は国土交通大臣の認定を受けた

もの 

 

 （全館避難安全性能を有する建築物に対する制限の緩和） 

 第 64 条 政令第 129 条の 2 第 3 項に規定する全館避難安全性能を有する建築物については、第

22 条（児童福祉施設等を除く。）、第 30 条第 1項、第 35 条、第 37 条第 1項（屋内通路の幅の

規定に限る。）、第 42 条、第 43 条第 1 項、第 44 条（第 4項第 2 号の規定を除く。）、第 47条第

2 項から第 4 項まで、第 49 条第 2 項及び第 56 条の規定は、適用しない。 

  (追加〔平成 12年条例 42 号〕、一部改正〔平成 28年条例 39 号・31 年 20 号〕) 

 

  本条の適用の対象となるのは、以下の全ての条件に該当するものです。 

  ・ 主要構造部が準耐火構造であるか、又は不燃材料で造られた建築物 

  ・ その建築物が、政令第 129 条の 2 第 3 項に規定する全館避難安全性能を有することを、政令

第129条の 2第 4項に規定する全館避難安全検証法によって確かめたもの又は国土交通大臣の

認定を受けたもの 

 

 （耐火性能検証法等による適用の特例） 

 第 65 条 政令第 108 条の 4第 3 項に規定する建築物に対する第 21条、第 23 条第 2項、第 24 条

第 2 項、第 28 条、第 31 条第 1項、第 35 条第 2号、第 40 条第 2項、第 41 条第 5項、第 42 条

第 1 項、第 44 条第 2 項、第 51 条、第 52 条第 1 項、第 54 条第 1 項及び第 3 項第 3 号、第 56

条第 1 号並びに第 57 条第 2 号の規定の適用については、当該建築物の部分で主要構造部であ

るものの構造は、耐火構造とみなす。 

小学校の主たる用途に供する部分は、「教室棟」で

あり、給食室は、「主たる用途に供する部分以外の

部分」に該当します。よって、給食室を 50 ㎡以内

の範囲で増改築する場合には、本条第 1 項が適用さ

れます。 

教室棟 給食室 
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 2 政令第 108 条の 4第 4 項に規定する建築物に対する第 35条第 2 号、第 52 条第 1 項、第 54 条

第 3 項第 3 号及び第 56 条第 1 号の規定の適用については、当該建築物の部分で主要構造部で

あるものの構造は耐火構造と、当該建築物の主要構造部である床又は壁（外壁を除く。）の開

口部に設けられた防火設備の構造は特定防火設備とみなし、前項に掲げる規定（第 35 条第 2

号、第 52 条第 1 項、第 54 条第 3 項第 3号及び第 56 条第 1 号の規定を除く。）の適用について

は、当該建築物の部分で主要構造部であるものの構造は耐火構造とみなす。 

  (追加〔平成 12年条例 42 号〕、一部改正〔令和 2 年条例 56 号・令和 6年条例 4 号〕) 

 

  第 1 項の適用の対象となるのは、次の条件に該当するものです。 

  ・ 主要構造部が、政令第 108 条の 4 第 1 項第 1 号に規定する性能を有することを、政令第 108

条の4第2項に規定する耐火性能検証法によって確かめたもの又は国土交通大臣の認定を受け

たもの（政令第 108 条の 4 第 4項に規定する建築物を除く。） 

 

  第 2 項の適用の対象となるのは、以下の条件のいずれかに該当するものです。 

  ・ 主要構造部が、政令第 108 条の 4 第 1 項第 1 号に規定する性能を有することを、政令第 108

条の 4第 2項に規定する耐火性能検証法によって確かめ、かつ、当該建築物の主要構造部であ

る床又は壁（外壁を除く。）の開口部に設けられた防火設備が政令第 108 条の 4 第 4 項に規定

する性能を有することを政令第108条の 4第 5項に規定する防火区画検証法によって確かめた

もの 

  ・ 主要構造部が、政令第 108 条の 4第 1 項第 1 号に規定する性能を有することについて、国土

交通大臣の認定を受け、かつ、当該建築物の主要構造部である床又は壁（外壁を除く。）の開

口部に設けられた防火設備が政令第108条の 4第4項に規定する性能を有することについて国

土交通大臣の認定を受けたもの 

 

 （委任） 

 第 66 条 この条例の施行について必要な事項は、市長が別に定める。 

  (一部改正〔平成 12年条例 42 号〕) 

 

  条例の施行について必要な事項は、「相模原市建築許可等取扱規則」に定めています。 
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第 8 章 罰則 

 

 （罰則） 

 第 67 条 第 4 条、第 5 条第 1 項若しくは第 3 項、第 7 条から第 9 条まで、第 13 条第 1 項、第

14 条第 1 項、第 17 条から第 22 条まで、第 23 条第 1 項若しくは第 2 項、第 24 条第 1 項、第

25 条から第 30 条まで、第 31 条第 1 項若しくは第 2 項、第 32 条、第 33 条第 1 項、第 34 条、

第 35 条、第 37 条、第 38 条、第 39 条第 1 項、第 40 条第 1 項、第 3項若しくは第 4 項、第 41

条第 1 項、第 2 項若しくは第 4 項、第 42 条、第 43 条、第 44 条第 1 項、第 3 項から第 5 項ま

で、第 45条から第 48 条まで、第 49 条第 2項若しくは第 4 項、第 51 条、第 52 条、第 53 条第

1 項若しくは第 4 項、第 54 条第 1 項若しくは第 2項本文、第 55条、第 56 条、第 59 条の 3 第

1 項、第 59 条の 4、第 59 条の 6第 1項、第 59 条の 7 第 1項、第 59 条の 8第 1 項、第 59 条の

9 第 1項又は第 59条の 10 第 1項の規定に違反した建築物、工作物又は建築設備の設計者（設

計図書に記載された法第 98 条第 1 項第 2 号に規定する認定建築材料等（以下この項において

「認定建築材料等」という。）の全部又は一部としてその認定建築材料等の全部又は一部と異

なる建築材料又は建築物の部分を引き渡した場合においてはその建築材料又は建築物の部分

を引き渡した者、設計図書を用いないで工事を施工し、又は設計図書に従わないで工事を施工

した場合（設計図書に記載された認定建築材料等と異なる建築材料又は建築物の部分を引き渡

された場合において、その建築材料又は建築物の部分を使用して工事を施工した場合を除く。）

においてはその建築物、工作物又は建築設備の工事施工者）は、50万円以下の罰金に処する。 

 2 前項に規定する違反があった場合において、その違反が建築主、工作物の築造主又は建築設

備の設置者の故意によるものであるときは、当該設計者又は工事施工者を罰するほか、当該建

築主、工作物の築造主又は建築設備の設置者に対して同項の刑を科する。 

 3 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者がその法人又は人の業務

に関して、前 2項の違反行為をした場合においては、その行為者を罰するほか、その法人又は

人に対して第 1項の刑を科する。 

  (一部改正〔平成 12年条例 42 号・17 年 60 号・139 号・24 年 18 号・27 年 31 号・31 年 20 号・令

和 2年 56 号・5 年 38 号〕) 

 

本条は、本条例に違反した場合の罰則を定めたものです。 
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   附則（抄） 

（施行期日） 

 1 この条例は、平成 12 年 7月 1日から施行する。 

 （相模原市日影による中高層の建築物の高さの制限に関する条例の廃止） 

 2 相模原市日影による中高層の建築物の高さの制限に関する条例（平成元年相模原市条例第

30 号）は、廃止する。 

 （経過措置） 

 3 この条例の施行前に神奈川県建築基準条例（昭和 35 年神奈川県条例第 28 号）の規定により

神奈川県知事又は市長がした許可は、この条例の相当規定により市長がした許可とみなす。 

 4 この条例の施行前にした神奈川県建築基準条例に違反する行為に対する罰則の適用について

は、なお従前の例による。 

 （津久井町及び相模湖町の編入に伴う経過措置） 

 5 津久井町及び相模湖町の編入の日（以下「編入日」という。）前の津久井町及び相模湖町の区

域内において、編入日以後に建築される建築物又は築造される工作物であって、編入日前まで

に建築又は築造に係わる工事に着手したものについては、この条例の規定は、適用しない。 

     (平 17 条例 139・追加) 

 6 前項に規定するもののほか、編入日前に編入前の津久井町及び相模湖町（以下「編入前の町」

という。）の区域内において神奈川県建築基準条例の規定によりなされた処分、手続きその他

の行為は、この条例の相当規定によりなされたものとみなす。 

     (平 17 条例 139・追加、平 18条例 113・一部改正) 

 7 編入日前にした編入前の町の区域内における神奈川県建築基準条例の規定に違反する行為に

対する罰則の適用については、なお神奈川県建築基準条例の規定の例による。 

     (平 17 条例 139・追加、平 18条例 113・一部改正) 

  （城山町及び藤野町の編入に伴う経過措置） 

 8 城山町及び藤野町の編入の日（以下「2 町の編入の日」という。）前の城山町及び藤野町の区

域内において、2 町の編入の日以後に建築される建築物又は築造される工作物であって、2 町

の編入の日前に建築又は築造に係わる工事に着手したものについては、この条例の規定は、適

用しない。 

     (平 18 条例 113・追加) 

 9 前項に規定するもののほか、2 町の編入の日前に編入前の城山町及び藤野町（以下「編入前

の 2 町」という。）の区域内において神奈川県建築基準条例の規定によりなされた処分、手続

その他の行為は、この条例の相当規定によりなされたものとみなす。 

     (平 18 条例 113・追加) 

10 2町の編入の日前にした編入前の2町の区域内における神奈川県建築基準条例の規定に違反

する行為に対する罰則の適用については、なお神奈川県建築基準条例の規定の例による。 

     (平 18 条例 113・追加) 
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   附則（平成 12 年 12 月 25 日条例第 42 号抄） 

（施行期日） 

 1 この条例は、平成 13 年 2月 1日から施行する。 

 （経過措置） 

 2 この条例の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

   附則（平成 14 年 12 月 24 日条例第 57 号） 

  この条例は、平成 15年 1月 1 日から施行する。 

   附則（平成 15 年 12 月 24 日条例第 48 号） 

  この条例は、平成 16年 5月 1 日から施行する。 

   附則（平成 17 年 9月 30 日条例第 60 号） 

 1 この条例は、公布の日から施行する。ただし、第 1 条の規定、第 2 条中相模原市地区計画の

区域内における建築物の制限に関する条例第 16 条第 1 項の改正規定及び第 3 条中相模原市建

築基準条例第 67 条第 1項の改正規定（「20 万円」を「50 万円」に改める部分に限る。）は、平

成 18年 1月 1日から施行する。 

2 前項ただし書に規定する規定の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前

の例による。 

   附則（平成 17 年 12 月 21 日条例第 139 号） 

  この条例は、平成 18年 3月 20 日から施行する。 

   附則（平成 18 年 3月 9 日条例第 23 号） 

この条例は、公布の日から施行する。ただし、第 2 条の改正規定は、平成 18 年 3月 20 日から施

行する。 

   附則（平成 18 年 12 月 8日条例第 52号） 

この条例は、平成 18 年 12 月 20 日から施行する。 

   附則（平成 18 年 12 月 25 日条例第 113 号） 

この条例は、平成 19 年 3 月 11 日から施行する。ただし、附則第 6 項及び第 7 項の改正規定は、

公布の日から施行する。 

   附則（平成 19 年 3月 30 日条例第 32 号） 

 この条例は、平成 19年 4月 1 日から施行する。 

附則（平成 22年 3月 31 日条例第 18 号） 

  この条例は、平成 22年 4月 1 日から施行する。 

   附則（平成 23 年 7月 1 日条例第 19 号） 

  この条例は、公布の日から施行する。 

   附則（平成 24 年 3月 27 日条例第 18 号） 

 （施行期日） 

 1 この条例は、平成 24 年 4月 1日から施行する。ただし、目次の改正規定及び第 2 章の次に 1章

を加える改正規定は、同年 7月 1 日から施行する。 

 （経過措置） 

 2 この条例の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 
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   附則（平成 27 年１月 16 日条例第１号） 

この条例は、平成 27 年 1月 18 日から施行する。 

附則（平成27年5月21日条例第31号） 

  （施行期日） 

 1 この条例は、平成27年6月1日から施行する。 

  （経過措置） 

 2 この条例による改正後の第 6 章の 3の規定は、この条例の施行の日以後に建築基準法施行規則

（昭和 25年建設省令第 40 号）第 9 条の規定による申請書の提出がされた道路の敷地となる土

地について適用し、同日前に申請書の提出がされたものについては、なお従前の例による。 

        附則（平成 28 年 3 月 25 日条例第 27 号抄） 

  （施行期日） 

  1 この条例は、平成 28年 4月 1日から施行する。（後略） 

        附則（平成 28 年 4 月 28 日条例第 39 号） 

 この条例は、平成 28年 6月 1 日から施行する。 

附則（平成 30年 3月 16 日条例第 6号） 

  この条例は、平成 30年 4月 1 日から施行する。 

附則（平成 30年 9月 21 日条例第 45 号） 

  この条例は、平成 30年 9月 25 日から施行する。 

附則（平成 30年 9月 21 日条例第 46 号） 

  この条例は、平成 30年 9月 25 日から施行する。 

附則（平成 31年 3月 18 日条例第 20 号） 

  （施行期日） 

1 この条例は、公布の日から施行する。ただし、第 49条第 4 項及び第 67条第 1項の改正規定は、

建築基準法の一部を改正する法律(平成 30 年法律第 67 号)の施行の日から施行する。 

（経過措置） 

2 第 67 条第 1項の改正規定の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例に

よる。 

   附則（令和元年 6月 21 日条例第 6 号） 

  この条例は、令和元年 6月 25 日から施行する。 

附則（令和元年 12月 23 日条例第 37 号） 

  この条例は、公布の日から施行する。 

附則（令和 2年 1月 23 日条例第 3 号） 

  この条例は、令和 2年 4月 1 日から施行する。 

附則（令和 2年 10 月 1日条例第 56号） 

  この条例は、公布の日から施行する。 

附則（令和 4年 5月 30 日条例第 20 号） 

  この条例は、令和 4年 5月 31 日から施行する。 

附則（令和 5年 3月 20 日条例第 38 号） 

  この条例は、令和 5年 4月 1 日から施行する。 

附則（令和 6年 1月 22 日条例第 4 号） 
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  この条例は、令和 6年 4月 1 日から施行する。 

 


